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平価理論の要旨

　為替制度は，物々交換時代を経て，金本位制，固定相場制（金１オン 

ス＝３５ドル），変動相場制（相場本位制）へと変遷してきた。本論は，相場

理論の弊害により変動相場制から変動平価制（平価本位制）に代わる時代

に入っていることを平価理論で立証することにある。

　変動相場制は，相場理論を理論的根拠にして，「実需原則」を廃し，「デ

リバティブ」理論を為替市場に導入したので，為替ヘッジやレバレッジを

掛けて何十倍もの「過剰流動性」の創出を可能にした。その結果，為替

レートは秒単位に変動し，アフタリオンの投機的心理要因によりオーバー

シュートするので，資本主義経済の安定成長を撹乱し，リーマンショック

やソブリンショックなど金融ショックが起こる原因となっている。　また，

相場理論は，為替相場と実体経済における商慣習とのタイムラグが，グロー

バル経営および世界経済の安定成長を阻害している。このため，変動相場

制は，主要先進国発の金融ショックによる国および通貨の信用を失墜しか

ねない末期症状を露呈しており，資本主義崩壊の危機を招きかねない状況

にある。

　本論は，変動相場制に代わる GDP平価理論により，国と通貨の信用を

理論的で公正な平価で確立し，IMFの理念である「為替の安定により世界

経済の安定成長が持続する」ことを論証することにある。

　また，変動相場制が終焉する原因は，上記要因により，基軸通貨ドルの

信認，或いは国際通貨の信認が失われ，金融ショックが起こるとき，また
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は紛争や戦争などにより通貨発行者の信用が失墜するときであろう。

　本論は，変動相場制の理論的弊害を除去する次世代の為替理論として

GDP平価理論の有効性を次の項目に従って提言し論証する。

　Ⅰ項は，通貨の「基準値」を基軸に，通貨と為替の本質を回帰し，為替

の安定を確立するために，相場理論と平価理論の正否を論ずる。また，通

貨と為替の本質の原点に立って，相場理論が，実需原則を廃し，デリバ

ティブを導入し，カジノ市場と化している変動相場制の弊害と平価理論の

有効性を論ずる。

　Ⅱ項は，平価理論により，GDP平価価値の「基準値」を算定するため，

平価理論の理論的根拠を提示し，定義１で実体経済の総体値を表す GDPph

を算定し，定義２で GDPphを基準に平価 GDP Power Parity（GDPpp）の

算定式を定義する。また，平価理論の定義により，通貨を平価の「基準値」

で等価交換できる平価理論を提議する。

　Ⅲ項は，ドル円をモデルに為替レート（以下，fxrという）fxrと GDPpp

（以下 GDP平価を GDPppという）が収斂・連動の実態を検証し，さらに，

対ドルポンド及びユーロの収斂・連動の実態の検証を行い，GDP平価理論

が正しいことを立証する。

　Ⅳ項は．相場理論の理論的問題の分析として，①各国の一人当たりの

GDP（GDPph）は原値のままで算定し，ドル換算する場合は fxrではなく，

GDPppで換算することが正しいことを検証する。また，③変動相場を支え

る購買力平価 pppの理論的問題点を論証し，さらに，④相場による為替

レート fxrが，GDPppに収斂・連動する実態を対ドル円，ポンド，ユーロ

の fxr/GDPppの乖離率等により，相場理論と平価理論の正否を検証する。

　Ⅴ項は，IMFのSDRを利用して，GDP平価から「SDR平価」SDRppを

算定し，SDRppによる「国際通貨」の価値「基準値」を定義する。換言す

ると，SDRのバスケットに採用される四大通貨（$，€，£，¥をいう）を

ベースに「国際通貨」価値の「基準値」を定義する。

　GDP平価理論が決まれば，「基軸通貨」の概念が必要でなくなり，「国際

121─ ─

神田：GDP平価理論による通貨の基準値が為替を安定



通貨」SDRppの「基準値」で，各国通貨の SDRppが決まり，理論的で公

正な「等価交換」が可能となり為替の安定により，世界経済の安定成長に

よる共存共栄を図ることができる。

　Ⅵ項は，各国の実体経済の安定成長のために，国際通貨による金融緩和

など異次元の過剰流動性を規制管理する「国際ルール」の制定が，重要課

題であること論ずる。

　結論の事項は，グローバル経済のコアに位置を占める“通貨”と“為替”

が，GDP平価理論によって実体経済に即した公正な通貨価値の「基準値」

で「等価交換」できる為替市場に変革することを論じている。平価理論に

代わるとき，通貨や為替による「国益」の概念が必要でなくなるので，国

家間の金融・経済戦争が収まり，地球上の所得格差が是正され，人類が平

和な経済・社会を築く素地が GDP平価によって完成する。

Ⅰ．　変動相場制の末期的現象

　変動相場制は通貨価値の「基準値」（以下，通貨の「基準値」という）を

相場で決めるために「基準値」が理論的に算定できず，“相場”が「基準

値」を「不明確」（以下，不在という）にし，相場理論がアフタリオンの

投機的心理要因を為替に介入して秒単位に変動できる理論的根拠を与えた

ので，為替の変動が想定外にオーバーシュートし，通貨の「等価交換」が

不可能となっている。それらの原因は，相場理論にあり，相場が通貨の

「基準値」を「不在」にしていることにある。

　さらに，変動相場制は，「実需原則」を廃し，通貨を金融商品として扱い，

「デリバティブ」理論を外国為替市場（以下，為替市場という）に導入する

根拠を与え，その結果，fxrが相場でオーバーシュートし，世界経済の安定

成長を阻害する原因になっている。

　本論は，為替市場を正常な市場に戻すために，通貨の価値「基準値」の

歴史的変遷と為替の本質を再確認し，相場理論の理論的根拠と問題点を正

すために平価理論を示し，「外国為替制度」の正常化を論述する。
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１．　通貨の価値「基準値」の歴史的変遷

　１）　「物々交換」の時代から，長い歴史の変遷の過程で，流通性に便利で，

貯蔵可能な財（装飾用貝殻，毛皮，コメなど）が，国によって貨幣の役割

を担ってきた。それらの財の中から財の価値が恒常的に変わらず，普遍性

のある金・銀が，本位貨幣の「基準値」として定着し，金と貨幣の「等価

交換」を行う「金本位制」の時代になった。

　２）　英国で産業革命が始まり，１８１６年，英国は貨幣法で１ポンドのソブ

リン金貨を発行し，本格的な『金本位制』による貨幣が誕生したが，各国

の通貨が世界大戦によってインフレ化し，通貨と国の信用がなくなると金

本位制は終焉した。

　日本は，江戸時代までは，経済社会が拡大・発展するにつれて，幕府が

米や金などと兌換できる貨幣（紙幣や硬貨）（以下，貨幣を「通貨」という），

大名が藩札を発行し，或いは内国為替問屋（両替屋）が両替等の証文等を

発行してきた。

　１８７１年（明治４年），日本は，「新貨幣条例」により，国内では法定通貨

（国の法により保証された法定通貨，発行され，対外的には【１円金貨＝１

ドル金貨（１．５ g）】と等価の「金本位制」がスタートしたが，世界大戦とと

もに通貨の信認が崩れて金本位制を終了した。

　１９２９年，世界大不況を経て，１９３７年，すべての国が金本位制を離脱した。

　３）　１９４４年，プレトンウッズ体制により発足した固定相場制は，ドルが

基軸通貨となり，ドル通貨の「基準値」を「金１オンス＝３５ドル」で「等

価交換」を約束した固定相場制となった。

　固定相場制は，各通貨の国の実体経済が成長するに伴ってドルの価値

「基準値」と他通貨の格差が拡大し始めるとドルから金に「兌換」が始まり，

米国は金の貯蔵量が減少すると金の兌換が不可能になるので金とドルの兌

換を停止した。その結果，ドルショックが起こり，固定相場制が崩壊，変

動相場制に移行する。

　４）　１９６９年，IMFは，国際通貨不足に対する準備資産として「自由利用
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可能通貨」SDRを創設し，SDR（特別引き出し権）の価値基準値を『１

SDR ＝１ドル』とした。

　また，SDRを構成する通貨は世界輸出総額に占める１％以上および国際

金融市場に占めるシエアなどの比率を勘案し，バスケットに入る国際通貨

（以下，$，€，£，¥等を国際通貨という）を IMF理事会で決め，各通貨の

加重平均値で SDRの価値基準値を決定している。

　５）　１９７３年，変動相場制は，「実需原則」を廃し，通貨価値の「基準値」

を需要供給理論により“相場”で決める『相場本位制』に代わったと云え

よう。即ち，為替市場の相場で秒単位に決まる fxrによって，各通貨を「等

価交換」する為替制度になった。しかしながら，相場本位は，通貨価値の

「基準値」を決める理論が不在であるので，理論的根拠を購買力平価（以下，

pppという）に置き，国の実体経済力（フアンダメンタルズ）を表す GDP

等の経済指標を参考にしながら相場で fxrの「基準値」が変動する理論な

き為替制度になった。その理由は，相場理論並びに pppの理論的根拠の問

題として，基準年の fxrによって pppの数値が無数に存在するので理論欠

如（不在）になっている（Ⅳ項－４の購買力平価理論等の検証を参照）。

　fxrは，フアンダメンタルズの根拠を経済統計指標に置き実体経済の総

体値が決まるが，相場理論であるために投機的心理要因が介入し，中央銀

行総裁の発言１）や経済指標の変動などの投機的思惑が加わると瞬時に１％

前後も変動する事実が生じている。即ち，変動相場制は，通貨の価値「基

準値」を決める正しい理論或いは制度と言い難い。

　「相場本位制」は，両刃の剣である。相場で過剰利益を享受することと損

出を被ることが同時発生するので，通貨と為替の本質に反する「等価交換」

を不能にする投機的ゼロサム市場である。従って，グローバル経済におい

て，変動相場制を維持することが，世界経済の安定成長を困難にし，資本

主義を崩壊に導く原因になるであろう。
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１）　日経新聞２０１５年６月１１日，『日銀総裁「さらなる円安ない」』と発言，１５分でド
ル円レートは１．５円急騰した。



　本論は，為替の安定のために，相場理論に代わる為替理論として通貨価

値の「基準値」が理論的に算定できる平価理論をⅡ項で提示する。

２．　相場理論が為替不安定の原因

ⅰ）市場原理の限界

　アダム スミス以来，政治が市場に関与するよりも“見えざる手”（市場

の自由に委ねる「市場原理」）によって，商品の需給や価格などが自由に決

まる「自由主義」理論が資本主義経済を支えるようになり，「自由の原則」

による「市場原理」，「競争原理」が資本主義経済理論の支柱となった。し

かしながら，経済の発展成長に伴って先進諸国の経済が成熟し，名目成長

率が３％前後の低成長時代に入ると資本の自己増殖が限界になる。

ⅱ）為替市場原理の限界

　資本主義を崩壊に導く次の要因は，資本主義存続の限界水準を示してお

り，この水準を超えることは資本主義崩壊の黄信号が点灯したことになる。

　先進国の経済成長は，アベノミックスのように【名目 GDP３％＝実質

GDP１％＋インフレ率２％】前後を標準としている。その理由は，「資本の

自己増殖」による投資利益が２％を下回ると資本主義による経済成長が困

難になり，金利が２％を下回ると安定的な投資意欲が減少する。

ⅲ）相場に内在する国際金融システムの危機

　変動相場制時代に入り，“相場”で通貨の「基準値」が変動できるように

なったので，「自由の原則」により，１９８４年「実需原則」を廃して相場理論

を正当化し，投資利益を求めて通貨と為替の本質に反するデリバティブ２）

の概念（以下，金融商品を除く）を通貨と為替に取り入れ，FX先物取引や

第３通貨にヘッジ或いはレバレッジをかけて取引をする手法を為替市場に
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２）　デリバティブ取引は金融派生商品や FX先物取引など，空需の取引であり，【貸
借対照表に載らないオフバランス取引】と呼ばれる。



導入することを許容した。そのため，“相場理論”並びに“デリバティブ”

の導入は，通貨と為替の本質を逸脱させる原因になる。さらに，IT技術の

進化に伴って，通貨の「基準値」が“相場”によってナノ単位に変動する

なかで，fxrが投機的心理要因によって想定外に増幅してオーバーシュート

するようになり，理論的に算定された実体経済の「基準値」GDPppおよび

相場で決まる通貨の「基準値」fxrとの乖離が拡大し，経済の安定成長を

阻害している。

　本来，為替市場は，通貨の「等価交換」が原則であるが，相場による fxr

の変動は正常な価値基準を逸脱して「等価交換」の原則を見失っている。

　この外に，SDRに採用されている国際通貨国による金融緩和が，経済正

常化を理由に，巨額の「過剰流動性」を生み，短期資本移動となって，移

動先の金融・経済政策に想定外の影響を及ぼしている。

　投資により利益を求める先進国は，相場理論を利用して，「実需原則」を

廃止した結果，投資家はデリバティブを活用して２重３重の利益を得るこ

とが可能となり，利益に対して同額のリスクを生むゼロサム市場となって，

通貨と為替の本質に反するカジノ市場に変貌しているといえよう。

　ゼロサム市場の実態は，通貨の取引量が補償金・担保を積めば「空需取

引」が可能となり，無制限（実需取引は倍率のない取引であるが，５０倍に

制限の後，現在２５倍に制限）に可能であったので，増幅した通貨量が“相

場”によって fxrをオーバーシュートさせるようになった。日経新聞２０１４

年２月１０日，「FX国内売買高最高に」輸出入貿易額（１５１兆円）の２８年分

４，２７０兆円に達すると報じている３）。リーマンショックのように，巨額のデ
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３）　日経新聞２０１４年２月１０日，「FX国内売買高最高に」貿易額（１５１兆円）の２８年分
４，２７０兆円に達すると報じている。デリバティブ取引は【貸借対照表に載らないオ
フバランス取引】と呼ばれる。また，デリバティブ取引には，先物取引のように，
取引が公設の取引所に限定されているものと，自由に相対で取引される店頭
（OTC Over the Counter）取引とがある。BISによれば，世界の OTC取引残高は
５９２．０兆ドル，日本の OTC取引残高は２８．４兆ドル，取引所取引残高は５．９兆ドルで
ある（いずれも２００８年末時点の想定元本）。



フオルトが生じると瞬時に金融・為替市場が連鎖反応を起こし，国際金融

システムを破壊する威力を秘めている。

　為替市場は，「実需原則」による「等価交換」の為替市場に回帰しない限

り，相場理論による市場原理が，デリバティブを正当化するので，為替市

場が不安定になる。その結果，世界経済の安定成長が攪乱され，“相場”が

金融危機の引き金の原因になり，変動相場制が国際金融システムを崩壊さ

せ，資本主義の発展を阻害し，経済の安定成長を破壊する原因になる。換

言すれば，これらの破壊原因は，変動相場制による“相場”理論に内在し

ているので，平価理論に代えない限り，理論的で公正な通貨の「基準値」

が算定できず「等価交換」できない為替市場である。

　相場理論には上記のとおり，通貨と為替の本質に反する重大な理論的誤

りがあるのである。

３．　通貨と為替の本質と平価理論

　１）　通貨の本質に反する“相場”理論

　通貨の本質は，財（サービス等を含む）の計算単位（以下，単位通貨と

いう）であり，流通手段であり，価値貯蔵手段であると定義されている。

平価理論で定義すると通貨の本質は次の通りとなる。

①　現金通貨は，利子が付かない単位通貨であるので，論理上，現金通

貨に価値を認めてはならない。ただし，現金通貨は，預貯金すると

金利が付くので，「預貯金」が金融資産代わる。従って，平価理論で

は，預金通貨等は理論的には「準通貨」ではなく，金融資産に分類

する。

②　現金通貨（以下，キャッシュカード，小切手，手形等を含む）は単

位通貨であり，財の流通手段，価値貯蔵手段であるので，市場にお

ける財と通貨の取引は「実需原則」が基本であり，「実需取引」の裏

付けの伴わない「空需取引」即ち，デリバリティブ（先物取引，オ

プション取引，スワップ取引をいう）を認めてはならない。
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③　平価理論では，現金通貨は単位通貨であるので，理論上「価値貯蔵

手段」は認められないが，財の価格と単位通貨の金額が均衡するの

で，単位通貨に「見なし価値」または「代替価値」（以下，通貨の

「交換価値」という）がある。このため，通貨には財または金融商品

と「等価価値」があると錯覚する。通貨は，法律で定められた中央

銀行が発行する単位通貨に「交換価値」を認めるが，現金通貨は財

や金融商品に代えない限り価値が生まれない。従って，通貨に価値

があると錯覚してはならないのである。現金通貨は単位通貨である

ので流通手段に過ぎないと定義する。

④　法定通貨は，財を媒介する「交換価値」として法律と国民の信任に

支えられて流通する単位通貨である。財の取引を媒介する通貨は，

財の価格と同額の金額を単位通貨で支払うが，通貨の本質は，財の

取引を媒介する流通手段の役割を果たしているに過ぎない。

２）　為替の本質に反する“相場”理論

　変動相場制による為替の本質には次の問題がある。

①　為替の本質は，遠隔地に通貨を移動させるリスクをカバーする手段

であり，為替市場は，異種通貨と「等価交換」する市場であるが，

相場理論では理論的に「等価交換」価値の「基準値」が算定できな

い。

　金本位制や固定相場制下の通貨は，金と「等価交換」が約束され

ていたが，変動相場制下の法定通貨は金などの財の「価値」の裏付

けがなく，法による強制使用と国民の信任に支えられている単位通

貨であるので，相場では理論的に価値「基準値」が算定できない。

②　平価理論による通貨の「基準値」は，Ⅱ項の定義１～２により，実

体経済の総体値で GDP平価を算定する。この定義により，単位通貨

にはマクロ的視点における財の総体的価値「基準値」があるので，

法定通貨は GDPppの「基準値」で『等価交換』ができる。
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③　平価理論による通貨の「基準値」は，実体経済の総体値から算定し

た平価である。平価の「基準値」が，財の象徴である実体経済の総

額と単位通貨の総額が均衡するので，法定通貨は国の経済力を象徴

する「信用価値」および「交換価値」がある。

３）　実体経済に置ける相場理論と平価理論

①　平価理論による通貨価値の「基準値」

　平価理論は，両国の実体経済を表す GDPの総体値で算定された平

価を価値の「基準値」にしている。従って，平価理論による通貨は

国の経済力を象徴する GDPから平価の価値「基準値」を算定する方

法以外に理論的で公正な通貨の「基準値」を決める理論が見当たら

ない。

②　相場理論は，需要供給理論による“相場”で通貨の「基準値」が秒

単位に変動し，オーバーシュートするので，「等価交換」の「基準

値」が算定できず，為替の本質に反する理論に変貌している。その

ため，相場理論による為替の変動が，実体経済を攪乱し歪曲する非

論理的結果を招き，世界経済の安定成長を阻害する理論になってい

る。実体経済を表わす GDPに通貨価値の「基準値」を置き，「等価

交換」が可能な為替制度に代える理論が必要である。

③　通貨に「実需原則」に反するヘッジやレバレッジを掛け，或いは FX

為替先物取引などデリバティブ取引による「空儒取引」を導入する

ことは，為替の本質に反する。為替市場における通貨の取引は「実

需取引」に戻り，実需の裏付けのない「空需取引」を禁止すべきで

ある。

④　法治国家の経済・社会においては，法的許認可のない金融機関等が

発行する仮想通貨（ビットコイン等に代表される通貨）は，一種の

デリバティブ通貨であるので，法定通貨制下では通貨の信任に欠け，

通貨と為替の本質に反する通貨である。従って，「国内法」および
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「国際ルール」等によって許認可または禁止措置を講じる必要があろ

う。

　以上の問題を解決するためには，通貨と為替の本質に回帰して，為替市

場は「実需原則」に戻り，為替を安定する，平価理論によって，異種通貨

の「等価交換」ができる為替市場に改革する必要がある。

４）　実体経済に反する相場理論

　通貨と為替の本質に反する相場理論には次の弊害が存在する。

①　為替の変動の影響：大企業の純利益が３％前後，中小企業の純利益

が５～６％を上回る為替の変動は，市場原理を超えて国際企業の競

争原理を左右し，経営の安定と経済の安定成長を阻害する原因にな

る。為替が安定する制度の改革が必要である。

②　実体経済における取引慣習と fxrとのタイムラグの是正：IT革命に

よりナノ単位で決済が行われる変動相場制と実体経済における国際

取引行為の決済期間が３～６ヶ月，海外進出等企業の構造改革には

１－３年前後のタイムラグがある。

　fxrと実体経済のタイムラグが企業経営および実体経済を“攪乱し

歪曲する原因”となっている事実は，“相場”が実体経済を“無視し

た理論”であり，企業および経済の安定成長を阻害する原因となり，

資本主義を崩壊に導く要因である。

　グローバル経済においては，自国の経済の影響が貿易・為替を通

じて他国に及ぶので，世界経済の安定成長のためには，タイムラグ

の問題が生じない論理的で公正な通貨の「基準値」が算定できる為

替制度に改革すべきである。

③　新自由主義理論は，相場理論の下でデリバティブを創出し，通貨と

為替市場にFX先物取引等のデリバティブ理論を導入してしまったた

め，通貨と為替の本質に反する市場と化している。

　グローバル経済下で為替を安定させる新しい理論は，金本位や固定相場
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制や変動相場制でなく上記による相場理論の弊害をカバーできる為替理論

は，GDP平価理論以外に見当たらない。

　人間の叡智で相場理論から平価理論に改革する必要があるが，変動相場

制が崩壊するまで改革できないのであろうか。変動相場制の崩壊が明日く

るかも知れない。リーディングカレンシーであるドルが信認を失うか或い

は相場によるデフオルトで，国際通貨の信認が失われ国際金融システムが

機能不全になるまで放置されるのであろうか。

　国際通貨の信任が崩壊するとき或いは国際金融機関にデフオルトの連鎖

が起きるとき，想定外の金融資産の損失を関係国金融機関およびその預金

者が背負うことになる。国家が，金融機関を救済するとき，その負担は国

民が背負わされる。

　本論は，次世代の通貨価値の「基準値」が，金本位等の財でもなく，“相

場”で通貨の「基準値」を決める理論でもなく，普遍的で持続力のある国

の経済力の「基準値」で，理論的に通貨の価値基準が算定できる為替制度

に改革すべきである。

　そのための『変動平価制』理論をⅡ項で定義する。

４．　相場に内在する国際金融システムの危機

　１）　国際金融システム：国際金融機関の取引は，相互の信任とコルレス

契約によって裏付けされた取引慣習で，通貨が輸送されることなく，“勘

定”の持ち合いによって決済するシステムが形成されている。そのため，

相場やデリバティブが原因で，デフオルトが生じると瞬時に連鎖反応が起

こり，国際金融システムは崩壊する可能性を秘めている。短期資本取引は

相場による双方向の取引であるので，想定外の為替変動リスクが危機をも

たらす。

　２）　国際収支：国際収支は「等価交換」の概念で処理されている。経常

収支の決済の流れは「一方向」であり，経常収支勘定は「実需原則」で増

減し，外貨保有高の増減になる。
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　資本収支勘定の資金の流れは「双方向」の流れになるので，巨額の投資

資金は何れの日か自国に戻る性質のある資金である。また，資本収支は長

期資本収支と短期資本収支があり，長期資本収支は企業進出など長期間の

投資資金であるが，短期資本収支は，金利差や為替差益或いは金融商品の

利息や配当を求めて短期に移動する資金である。従って，短期資金で経常

収支の赤字や長期資本投資資金をカバーすると実体経済の悪化などが生じ

たとき，タイバーツショックのように短期資本は瞬時に流出するので，為

替がオーバーシュートし，外貨資金不足により金利が急上昇するなど，想

定外の影響を実体経済に及ぼすことになる。

　過剰流動性による巨額の短期資金流出入は，当該国の金融・経済政策に

想定外の影響を及ぼす原因である。（Ⅵ項参照）

　３）　資本主義を崩壊に導く要因：次の要因は，資本主義存続の限界水準

を示しており，この水準を超えることは資本主義崩壊の黄信号が点灯した

ことになる。

①　先進国の経済成長：先進国は，【名目 GDP ３％＝実質 GDP １％＋イン

フレ率２％】前後を標準としている。その理由は，「資本の自己増殖」

による投資利益が２％を下回ると資本主義による経済成長が困難にな

り，金利が２％を下回ると安定的な投資意欲が減少する。

②　金融・経済政策の影響：先進国は，自国の金融・経済政策として金融

緩和やゼロ金利政策および為替介入を実施し易いので，それによって

生じる通貨量の増減は，財政負担に影響し，国債残高の増減となり，

将来に禍根を及ぼす遠因となる。低金利政策は，通貨量の増減を容易

にするが，資本の限界効率を無視する政策である。通貨防衛による為

替介入は，巨額の資金の増減をもたらし，その影響が金利水準を急激

に変動させる過剰流動性の原因となり，対象国の金融・経済施策を阻

害することになる。

③　BISによる自己資金留保の比率：BISの比率が４％の水準を超え， ８％

留保となり，さらに，１６～２０％に引き上げることが検討されているが，
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この比率は，資本の原理を無視する理論であり，資本主義の存立に赤

信号が点灯していることを示している。BIS比率引き上げの要因は，

デフオルトや過剰流動性のリスクに対応するためであるので，相場に

よる為替市場の改革及び過剰流動性によるリスクを規制管理する「国

際ルール」の必要性を示唆している。

　以上，変動相場制による為替の変動が，実体経済を攪乱し，歪曲し，世

界経済の発展を阻害し，「公正原則」に反する為替理論の原因となっている。

相場理論では，理論的で公正な通貨価値の「基準値」を数値で示すことが

できない（「基準値」不在）ので，為替相場が，実体経済を阻害し，資本主

義を終焉させる要因となろう。

　変動相場制は，地域格差や所得格差が異常に拡大して生命本能が危機を

感知するとき，紛争や騒乱が内乱に或いはテロや戦争に発展する。

　国の不安定が通貨の信用を失うとき，或いは相場によって通貨の変動が

実体経済を破壊するとき，変動相場制に亀裂が入り，資本主義を崩壊する

要因になろう。

　本論は，資本主義を守るために変動相場制に代わる次世代の為替理論と

して，為替を安定させるために各国の実体経済力を表す「GDP平価理論」

で通貨の「基準値」をⅡ項で定義し，その成否をⅢ項とⅤ項で検証し，Ⅳ

項で問題点を指摘する。

　上記による相場理論の弊害をカバーできる為替理論は，GDP平価理論以

外に見当たらない。人間の叡智で相場理論から平価理論に改革する必要が

あるが，変動相場制が崩壊するまで改革できないのであろうか。基軸通貨

ドルが信認を失うか或いは相場によるデフオルトで，国際通貨の信認が失

われ，国際金融システムが機能不全になるまで放置されるのであろうか。

　国際通貨の信任が崩壊するとき或いは国際金融機関にデフオルトの連鎖

が起きるとき，想定外の金融資産の損失を関係国金融機関およびその預金

者が背負うことになる。国家が，金融機関を救済するとき，その負担は国

民が背負わされる。
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Ⅱ．　平価理論の定義

　相場理論は，“相場”に内在する非論理性が，通貨価値の「基準値」の算

定を不可能にする原因になっている。従って，GDP平価理論により，理論

的で公正な通貨の「基準値」を算定することが，「等価交換」を可能にし，

相場理論の弊害と平価理論の有効性を証明し，同時に IMFの目的とする

為替を平価で安定させるので，世界経済の安定成長に貢献することになる。

１．　平価理論の理論的根拠

　グローバル経済・社会における商取引の成果は，“実質 GDP”ではなく

“名目 GDP”に集約されるので，平価理論はマクロ理論に立脚し，“名目

GDP”を用いて論じる。

１）　GDP平価理論と均衡理論：各国の付加価値総生産性の総額は，均衡

理論により各国の実体経済の総額を表す。即ち，“実体経済規模を表

すGDPの総額”は，経済行為で支払った“通貨の総額”に均衡する

ので，定義１により，実体経済の総額 GDPを総人口で除した，対象

国の実体経済の総体値 GDPph【GDP ÷総人口＝ GDPph】が実体経

済の，フアンダメンタルズ（基本条件）を表す。

２）　GDP平価理論と一物一価の法則：国家或いは通貨が異なっても，

「同一商品＝同一価格」の原則が成立する。その理由は国によって財

の価格と単位通貨が 異なっても GDP平価は“等価”である。従っ

て，平価理論の定義１～２により算定した通貨の「価値基準」は

「GDPpp１の原則」により「等価交換」が成立する。

３）　国民経済計算：国連により開発された国民経済計算９３SNA（改訂

版） は，会計手法により【国民所得勘定（GDP），産業連関表（産業

連関分析），資金循環表（マネーフロー分析），国際収支勘定，国民

貸借対照表】の５項目の統計を統合したもので，各数値はその国の

実体経済構造と循環システムを包括的に示している数値である。
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①　GDP国内総生産は，国民経済計算による原数値が【国内総生産

（GDP），国内総支出（GDE），国内総所得分配（GNI）】のマト

リックスによる【三面等価の原則】により，三者の数値が原値の

ままで等価である。従って，各国の GDPphは実体経済の総体値

を表している。

②　国際収支は，９３SNAとの連携により GDPとの整合性が図られ，

連携関係が成立しているので，国際比較が可能となっている。ま

た，国際収支は，経常収支，資本収支，外貨準備増減の３項目か

ら構成され，全世界の国際収支尻の総計は ± ０に均衡する。

４）　GDP平価理論の基本条件：国は，人種，政治形態，経済・社会構造，

法律・科学・文化・宗教あるいは自然環境が異なり，経済・社会に

それぞれ異なった慣習や利害関係があっても，“経済の主体は人”で

あるので，総需要は総人口で決まる。人間の経済・社会生活を支え

る“経済行為”の結果は総需要となり，各国の“名目 GDP”に集約

され通貨の「基準値」を形成する。

２．　統計の国際ルールによる環境整備対策

　各国の財やサービスの価格調査は，種類が何十万とあり，さらに品質等

によって価格が異なるので，各国の正確な価格調査を行い，その比で平価

を算定することは困難である。そのために，本平価理論は，統計手法によ

り実態経済を把握し，経済指標化して，「実体経済」の分析を行い，平価理

論を提議している。さらに，実体経済は，科学の進歩などによって変るの

で，実体経済を反映する統計の環境整備が重要課題である。

　本論の平価理論に用いる IMFの IFS統計は，正しい通貨価値の「基準

値」を示す統計であることを前提条件として平価理論を定義し分析する。

　ただし，現実の統計には，次の問題があるので，統計の環境整備を行い

精緻な統計を作成すれば統計の誤差は縮小し，統計の信頼性が確立する。

①　IMFの IFS統計による GDP統計等の速報値，改定値，確定値およ
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び予想値に誤差が生じているが，ITを活用するなど，この誤差を最

小限に縮小する対策が必要である。GDP平価理論では，最新の確定

値を正しい統計として採用する。

②　日米の GDPおよび総人口の２０１１年と２０１４年を比較すると作成年に

よって２００２～２０１０年の統計に誤差が生じている。日本の同統計は表

Ⅰ －６－１ の通り，GDPは平均で－０．７３％，人口で同＋０．２２％誤差，

米国の統計は表Ⅰ －６－２ の通り，GDPで同－２．８６％，人口で同＋

１．５４％の誤差がある。

③　≪Ⅱ項－３のベノミアックスは異次元の金融緩和の行方≫で分析し

ている通り，日本の人口減少は２０１１年の統計では２００６年より人口減

少が始まっているが，２０１４年の統計では２０１０年の統計から人口減少

が始まっており，統計作成年によって誤差が生じている。

④　相場理論は，秒単位に相場で通貨価値の「基準値」が変動し，統計

から算定した GDP平価による実体経済とのタイムラグを無視した

理論になっている。

　上記の通り，統計に誤差やタイムラグがあるにもかかわらず，Ⅲ項－１～

３の通り，GDPppを基軸にfxrが連動・収斂し，GDPppが正しいことを立

証している。また，理論的には，Ⅳ項の購買力平価理論の問題や

fxr/GDPpp乖離率並びに fxrによる相場理論の不規則で不安定な変動にも

かかわらず，Ⅲ項の通り，マクロ理論による GDPppを基軸に fxrが連動・

収斂し，GDP平価理論を立証している。これらの事実は，GDP平価理論

の有効性を立証している。

　２１世紀に入り，IT革命が本格化する中で，為替・金融市場では，ナノ単

位で売買が成立し， １テラ（１兆）バイトを超える大量データーの保管４）・

分析・管理５）が可能であり，これらの経済統計や為替のデーターをスー

パーコンピューターで“京”単位の技術を使い，経済統計或いは経営関係
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統計データーを数時間で解析することが可能となっている。

　変動相場制下の為替・金融市場は，IFS統計による GDPなどの経済統

計をフアンダメンタルズ（基礎条件）として，fxrや金融商品相場が変動

しているので，相場理論に対しても「国際統一ルール」による統計環境整

備が急務である。

　IMFは，世界経済の安定成長を図るために，「国際統一ルール」による統

計作成の義務と責任を各国に課し，違反に対しては金融・経済などの制裁

措置或いは罰則規定を設ける必要があろう。

　平価理論では，実体経済と通貨価値の「基準値」とのタイムラグ問題は

なくなるので，統計環境整備は，為替市場における通貨の「等価交換」が

可能となり，実体経済力の価値を「基準値」とした『公正原則』が達成さ

れる。

３．　GDP平価理論の定義

　IMFの設立主旨である，為替を安定させる理論として，財と通貨の基本

原理は，国や通貨が変わっても財の価値は変わらないので，『財と通貨の絶

対値１の原理』が成立する。即ち，均衡論により財（GDP）の総額と通貨

の総額が均衡する。また，財の絶対価値は，国境を越えて通貨の名称や計

算単位が異なっても不変であるので，財の価値と単位通貨は１で均衡し，

また，財の価格と単位通貨の数量は１を基軸に正比例し，財の価格と単位

通貨の価値は１を基軸に逆比例が成立する。

≪『財と通貨の絶対価値１の原理』の解説≫

　財の絶対価値１を基準にして，単位通貨の数量と財の価格の変動は正比

例するが，単位通貨の価値と財の価格の関係は，財の価格が１～∞或いは

１～０に変動するとき，単位通貨の価値は，逆数関係に変動するので，財

と通貨に関する基本原理を次の通り定義した。

原理Ａ：【財の絶対価値＝通貨の絶対価値 ＝１】は，“１で均衡”するの

で，財と通貨の絶対価値の「基準値」を１と定義する。
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原理Ｂ：「財の価格と通貨の支払い金額」の関係は，原理Ａの１を基軸に

「正比例」する。

「財の価格が２倍」になれば，「通貨の支払い金額が２倍」にな

り，「財の価格が１/２」になると「通貨の支払金額は１/２」になる

ので，「財の価格と通貨の支払い金額」の関係は原理Aを基軸に

『正比例』し，【財の価格＞１】が「インフレの原理」，【財の価

格＜１】が「デフレの原理」を表わす。

原理Ｃ：「財の価格と通貨の価値」の関係は，原理Ａの１を基軸に「反比

例」する。

「財の価格が２倍」になると「通貨の価値は１/２」，「財の価格が

１/２」になると「通貨の価値は２倍」になり，「財の価格と通貨

の価値」の関係は『反比例』する。

　平価理論では解が１つであるが，相場理論では，通貨価値の「基準値」

が非論理的な相場で決まるので，算定根拠が「不在」，また，相場理論を支

える購買力平価（Ⅳ項参照）は基準年によって無数の解があり，理論上の

矛盾がある。

　平価理論は，原理Ａ，Ｂ，Ｃ原理並びに GDP平価理論の定義により，各

通貨の価値「基準値」が理論的で公正に算定でき，通貨の「等価交換」が

可能となる。

ⅰ）定義１．GDPph算定式：【一人当たりのGDP（GDPph）＝（GDP÷

総人口）÷１００】
注：①　基準国通貨の単位と合わせるために，日本円を１／１００にデノミ計算し

て，小数点の単位を合わせている。従って，１００倍すれば円単価に戻
る。

②　GDPphは，各国の GDPの原値を総人口で除して実体経済の総体的
価値を数値化する。

　各国のGDPphは，通貨の名称や単位が異なり，実体経済に格差があって

も，先進国間の実体経済の実態は，GDPphの総体値にそのまま表れる。即
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ち，GDPを構成する総需要は最終的に総人口の消費に回帰するので，経済

活動および社会活動の実態を表す GDPの総体値 GDPphに集約されてい

る。

ⅱ）定義２．GDPpp算定式【GDP平価＝対象国 GDPph ÷基準国

GDPph ＝ GDPpp】

定義２－２．【GDPpp＝（対象国 GDP ／総人口）×（総人口／基準国

GDP）】

注：①定義２－２は，定義１の算定式を定義２．挿入したので，定義２．
GDPpp算定式と等式である。

②基準国とは，IMFの SDRに入っている国際通貨を基準値とする通貨
である（Ⅳ項参照）。

　平価理論による GDP平価 GDPppは，定義２の算定式が成立する。

　Big mac rateは，日本のハンバーガ１個３００円，米国で３ドルとすると

「１ドル＝１００円」となるように，平価理論は，先進国の GDPの総体値

GDPph（原値）の比で，通貨の「基準値」が決まる理論であり，GDP平

価理論による『GDPpp１の原則』が成立する。

≪「GDPpp１の原則」の解説≫

　実体経済の総体額GDPから算定した定義１の GDPの「総体値」GDPph

の値は，定義２により，基準国通貨を１としたときの対象国通貨の「総体

値」の比を表すので，「GDPpp１ の原則」と定義する。その理由は，実体経

済は名目 GDPで経済行為が行われているので，先進国間の経済力が対等

であるとき，GDPppは１に均衡する。金融・経済政策が実施されるとそ

の成果が名目 GDPに集約され，平価理論による定義により，名目 GDP

平価の「基準値」GDPppが算定される。その結果，１が基軸となり，通貨

価値の「基準値」は次の通り変動する。

　「GDPpp１ の原則」は，定義２基準国通貨１に対する通貨価値の「基準

値」Xを表す。
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　『GDPpp ＝１』：対象国の GDPpp１は，通貨の「基準値」が１で均衡し，

名目 GDP平価の「基準値」GDPppが基準国通貨と

“等価”になり，両国の実体経済力が“対等”であるこ

とを表している。

　『GDPpp ＞１』：基準国通貨１に対して対象国の通貨の基準価値」が低下

（実体経済が弱い）値を表している。この値は，“インフ

レ化”（通貨の価値が減少）した値を表している。

　『GDPpp ＜１』：基準国通貨１に対して対象国の通貨の「基準値」が上昇

（実体経済が強い）値を表している。この比率は，“デフ

レ化”（通貨の価値が増加）した値を表している。

　後進国や新興国の名目 GDPによる GDPgapは定義３により経済発展

段階（先進国と経済格差（GDPgap））を表しているので，定義４により通

貨の「基準値」である GDPppを算定する必要がある。従って，定義３の

GDPgapは，【GDPgap ＜１】となる。

ⅲ）定義３．新興国経済格差算定式：【新興国 GDPph ÷先進国の基準国

GDPph ＝ GDPgap】

定義２と同じ式であるが，新興国の場合は，先進国との経済格差

GDPgap を表す式である。

先進国を基準にした場合，新興国或いは発展途上の後進国の実体経

済（GDP）は “経済格差”GDPgap を表しており，【GDPgap＜１】

１より小さいので，新興国の通貨の「基準値」は定義４により

GDPppを算定する必要がある。

ⅳ）定義４．新興国 GDPpp計算式：【１ ÷ GDPgap ＝新興国 GDPpp】

新興国の GDP平価 GDPppは，経済格差 GDPgapの逆数が新興国

の通貨の「基準値」GDPppとなる。
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ⅴ）定義５．【GDPgap ＝ GDPpp ＝１】の原理

新興国 GDPgap ＝１は，先進国の基準通貨 GDPpp ＝１と均衡値であ

り， １にクロス（ボーダーライン）した時点で，新興国通貨が定義

２の先進国通貨に昇格したことを立証しているので，１にクロス後

は新興国【GDPgap】を先進国平価【GDPpp】と読み替えて使用す
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

る。

ⅵ）定義６． クロスレート計算式：【クロスレート（CRSr） ＝１÷

GDPpp】

対象国通貨１に対する基準国通貨の「基準値」を表すクロス

レート算定式である。

ⅶ）定義７．裁定レート計算式：【対象国 ¥ GDPpp ÷基準国 £ GDPpp＝ 

（¥/ £）GDPpp】

平価理論の裁定レートは，理論的で公正な平価の「基準値」である。

定義７－２．相場理論の裁定レート計算式：【（¥/$）fxr ÷（£ /$）fxr ≠

（¥/£）fxr】

相場理論は，思惑によって１００万分の１秒単位で fxrが変動している

ので，実勢レートは理論通り【（¥/$）fxr ÷（£ /$）fxr ≠（¥/£）fxr】とな

らい。従って，為替市場で第３国通貨で直接取引をする場合，相場

理論では，定義７－２の通り．理論的に通貨の「基準値」で均衡す

ることが困難であろう。

Ⅲ．　米ドルを基軸とした円・ポンド・ユーロの GDP平価の立証

　Ⅱ項－３の GDP平価理論の定義を下記により論証する。

１．　円ドルをモデルにした相場理論と平価理論の検証

　１９５２年，日本は，固定相場制下で fxr３．６０００，GDPpp３．０４４１，fxr/GDPpp 
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乖離率１．１８６２，１８．６２％円安ドル高で固定相場制がスタートした。この事実

は，日本経済が，定義３－定義４の新興国並の実体経済格差であったこと

を示している。

　１９６７年，fxr３．６０００，GDPgap１．０２３７，GDPpp０．９７６８，同乖離率３．５１６５， 

３．５倍の円安。fxrが３．６０００に固定されている固定相場制のため，３．５倍の円

安ドル高に実体経済との乖離が拡大した事実が，固定相場制を崩壊させる

理論的問題点を表している。一方，実体経済による GDPgap が定義５の通

り１とクロスし，定義２による先進国経済の仲間入りを果たし，固定相場

制下で米国と対等の経済力になった事実を示している。その時期に実体経

済はオリンピック，万博が開催できる実力を備えたことを実証している。

　１９７０年，fxr３．６０００，GDPpp１．４７９２，同乖離率２．４４３３８，１４４％円安ドル高

である。fxrの固定が，実体経済を歪め，経済格差が拡大した事実は，固

定相場制が崩壊する理論的原因となることを立証している。

　１９７３年，変動相場制移行，fxr２．７１７０，GDPpp１．５７１７，同乖離率１．７２８７， 
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

７２．８７％円安でスタートした。また，８５年プラザ合意まで，固定相場制の後
釈 若錫錫錫錫錫

遺症および第１次－２次オイルショック並びにレーガノミックスによるド

ル高政策の影響が重なり円安に推移した。

　１９８５年，fxr２．３８５４，GDPpp１．５２６２，G５ によるプラザ合意でドル高の調

整がおこなわれ，１９８５年１２月の fxrは２．００００ぎりぎりで越年した。

　１９８６年，fxr１．６８５２，GDPpp１．５１６９，同乖離率１．１１１０，１１．１％円安ドル高
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

に調整され，本格的に変動相場制が機能する時代に入った。
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫

　１９８６－１９９１年，円安が調整されたが通貨価値の「基準値」が不在のため，

実体経済力を過信し，バブル現象が進み，１９９１年バブル崩壊以降，日米構

造協議が始まり，デフレ経済に入る。

　１９９５年，fxr０．９４０６，GDPpp１．４４７１，同乖離率０．６５００，３５％円高ドル安，
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

歴史的円高を記録した。日本は構造改革によるビッグバンを実施したため，
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

日本的商慣習や年功序列賃金体制等が崩壊し，欧米並みに変革した。

　１９９９年，ユーロ統一通貨発足年，fxr１．１３９１，GDPpp１．１５３４，同乖離率
釈 若錫錫錫錫錫
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０．９８７６，０．０１２４％円高ドル安に調整した。
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

　２００６年，fxr１．１６３０，GDPpp０．８９４４，同乖離率１．３００３，３０．０３％円安ドル
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

高になっている。ただし，２０１１年の IFS統計では，２００６年より日本の人口
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

減少が始まっているが，２０１４年の IFS統計では，２０１０年より日本の人口減

少が始まっており，２０１１年の統計値と誤差がある（統計環境整備のⅡ項－

２を参照）。

　２００８年，fxr１．０３３６，GDPpp０．８４４９，同乖離率１．２２３４，２２．３４％円安ドル
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

高である。
釈 若錫錫錫錫錫錫

　米国発によるリーマンショックが起こり，米国の大投資銀行が倒産し，

世界経済大不況となる。先進国発の金融危機は資本主義に赤信号を点灯し

た。

　２０１２年，fxr０．７９７９，GDPpp０．７３１４，同乖離率１．０９０９，９．０９％円安ドル高

に収斂した。

　上記の通り，統計整備に問題がある中で，グラフが示す通り，fxrが
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

GDPppに連動し，乖離率が９％に収斂してきた事実は GDP平価理論の正
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

しさを立証している。
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

　同年１２月，アベノミックスがスタートした。

　２０１３年，fxr０．９７６０，GDPpp０．７１８１，同乖離率１．３５９１，３５．９１％，日銀の
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

デフレ脱却政策により，異次元の金融緩和が行われた結果，プラザ合意以
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

降，歴史的円安ドル高を記録した。
釈 若錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫錫

　２０１５年，fxrは１２０円台を推移しており，１２年と比較して，５０％の円安で
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ある。

　≪アベノミックス異次元の金融緩和の行方≫

　ⅰ）アベノミックスと人口減少下の金融緩和の関係

　金融緩和は，８０兆円規模，年率２％のインフレ目標を目指している。金

融緩和が続く間は，円安トレンドが進み，株高等が続く可能性が高いが，

金融緩和が終了するとき，日米の GDPと総人口の増減トレンドから為 

替平価は想定外（異次元）の円高となり，デフレ現象が起こることが 

懸念される。その根拠は，表Ⅰ－６－１－１～表Ⅰ－６－２－３の通りで

ある。従って，定義１～２により，２０１４年 IFS 統計では，人口減少によっ

て，表Ⅰ － ６ － ２ － １により，日本 GDPph０．９９４４ ／ 米国 GDPph１．０３１７＝

GDPpp０．９６３８となり，日本の GDPppが年平均－３．６２％の比率で円高にな

ると予測される。

　２０１４年の予測値は，１３年実績 GDPpp０．７１６８×０．５６３８〈－３．６２％〉 ＝

０．６９０９，（６９．０９円）と予測される。ただし，アベノミックスは異次元の金

融緩和に入っているので，１４年の fxrは１．０２１４（年平均値１０２．１４円），

fxr/GDPpp乖離率は４７．８％に拡大し，実体経済との乖離が生じている。

従って，アベノミックスの名目 GDP３％【実質成長１％＋インフレ率

２％】の目標の達成には時間が必要であり，達成できない場合，金融緩和

政策を止めれば，異次元の円高により想定外のデフレ現象が起こることに

なろう。

　アベノミックスは，デフレ脱却を掲げて，企業の成長を中心に金融緩和

に踏み切ったが，世界１の国債発行残高のある日本は，財政上の限界があ

り，そのため，総人口減少のなかで消費税引き上げを実施せざるを得ない

事情を前提にするとき，人口減少による総需要の減少が名目成長率３％の

達成を困難にする。従って，平価理論で判断すると異次元の金融緩和が終

了するとき，“異次元のデフレ”の再現が想定される。それを恐れて金融

緩和を続ければハイパーインフレが待ち構えている。
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　ⅱ）アベノミックスと実体経済の関係：

　先進国においては，所得水準が均衡していると仮定すると，需要と供給

のうち，総供給量は，金融・経済政策によって無限に達成できる可能性が

あるが，総需要量は実体経済における総人口と所得配分によって決まるの

で，無限ではなく有限である。

　マクロ的に総需要の可能性を予測すると， １次２次３次産業による国内

総生産は，直接的，間接的に人間の需要を満たすために稼働しているので，

総人口の増減によって総需要が増減する。

　新しい需要を生む要因は，人口の増加以外に所得格差の是正および新技

術開発や品質・デザインなどによる付加価値生産性或いは医療や福祉など

新分野の開拓による需要の増加などが考えられる。これらの中で，総需要

拡大の主たる要因は，総人口の増加によって実体経済の GDPを増加させ

ること，また，所得格差の拡大は総需要を縮小させるので，所得格差の是

正政策が総需要拡大の重要な課題となる。

　国内における地域格差は公平・平等の原則の範囲に納めるよう経済政策

および所得格差是正政策が重要課題である。中国のように地域格差が１０倍

もある国は，公平・平等の原則に反しており，政治・経済の安定を維持で

きなくなる可能性を秘めている。

２．　ポンド・ドルの検証

　プレトンウッヅ体制により，英国は基軸通貨の地位を失い，米国にその

地位を奪われたが，１９５０年の英国の fxr０．３５７１および GDPpp０．１３６６乖離率

２．６１５１，fxrは米国の２．８倍高く，GDPppは６．３倍高く，乖離率は２．５倍を超

えていた事実をグラフが表している。即ち，２．５倍の乖離は金本位制下の基

軸通貨のメリットであり，それを失うと必然的にポンドの基準価値が米ド

ルとの格差を調整する経済原理が働くので，インフレ病に悩んできた歴史

をグラフが表している。

　２００７年fxr/GDPppの乖離が１を切った事実，【fxr０．４９９６/GDPpp０．５１５５＝ 
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０．９６９２】，乖離率０．９６９２は，fxrが対 GDPpp比３．０８％，ポンド高で均衡し

た事実を示している。この事実は， １９５０年の乖離をインフレにより２．６２倍

を調整したことを示している。ただし，ポンドは，対ドルに対し相場理論

による fxrが米国の５０％高，平価理論による GDPppは５１．６％高であり，

英国は２１世紀に入っても通貨高を維持できる経済力と所得水準の高さを維

持している。ポンドは「GDPpp１の原理」により，１に収斂トレンドにあ

るが，現在，【GDPpp ＜１】通貨高が国富の豊かさを象徴していることに

為政者は留意すべきである。

　通貨高が国富を象徴し，国民生活が豊かになる金融経済政策を行うこと

が，資本主義国家の為政者による民主主義政治の使命である。

　通貨の「基準値」から判断すると，ポンドのドルに対する強さは，「四大

国際通貨」の中で今もなお基軸通貨の資格を表しているが，残念なことに

人口が少ないので経済規模が小さく，基軸通貨の資格に欠けるが，ポンド

の信認が高く，ロンドン為替市場は世界第１の取扱高を誇っている。

　２０１２年，英国の fxr０．６３９２，GDPpp０．５１８０，同乖離率１．２１７８（２１．７８％）

は平価理論で判断すると相場の変動により生じたものであり，fxrの

GDPppに対する収斂・連動は GDP平価理論の有効性を立証している。

　２０１３年，英国は，同乖離率１．２３４１と安定し，アベノミックスによる為替

の影響に左右されない基軸通貨国の資格を有する大英帝国ポンドの姿があ

る。
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３．　ドイツマルクおよびユーロ・ドルの検証

　ドイツマルクとユーロ統一通貨の推移は，グラフのとおりである。

　１９５０年，大戦後のドイツの実体経済力は IMFの IFS統計によると

fxr４．１９５０，GDPpp１．０４６０，同乖離率４．０１０５，fxrが戦後のドイツの現状と

して米国の１/４．２と判定されたが，実体経済力 GDPpp１．０４６０は米国と対等

であったことを示している。その証拠として，固定相場制下において，ド

イツマルクの対ドルレートが統計表のとおりしばしば切り上げられており，

想定外の経済力を保持していたことを表している。その事実は，１９７３年変

動相場制移行時には乖離率が４倍から GDPppと fxrが均衡状態にまで調

整されている事実が立証していることからも判断できよう。

　１９７３年，変動相場制以降後のマルクは，８５年プラザ合意間のドル高政策，

８９年東西ドイツ統一によるマルク安の変化があるがその後，fxrと GDPpp

は見事に連動しており，９９年ユーロ統一通貨が発足している。

　ユーロは，参加国の人口と実体経済により【fxr ≒ CRSr ≒１】に調整され

たが，「GDPpp１の原理」から判断すると fxr/GDPppの乖離が大きく，実体

経済よりユーロ安の調整であったことを実証している。

　２００４年以降，fxrは GDPppを基軸に連動トレンドに入り，対 GDPpp比

fxrがユーロ安であるが，「GDPpp１の原理」で判断すると対ドル比ユーロの

GDPppは実体経済を反映し，ユーロ高に推移している。

　統一通貨ユーロの変動は，fxr/GDPpp乖離率曲線および【CRSr ＝ 
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（$/€）fxr】との連動が，fxrの非論理性と GDPppの論理性を表している。

換言すると，fxrがフアンダメンタルズ（基礎条件）で変動するとすれば，

【fxr ≒ GDPpp]となるので，この fxr/GDPpp乖離率が相場の変動によっ

て生ずるユーロ（€ fxr）の乖離率であり，相場理論の問題であるので，実体

経済による「平価の基準価値」GDPppの理論的正しさを検証しており，

fxr/GDPpp乖離率が平価理論と相場理論の正否を立証している。

　上記１～３の検証結果は，①ドルを基準とした国際通貨（€，£，¥）の連

動と収斂トレンドが，平価理論の成立を立証している（ドル以外の通貨を

基準としてもトレンドは同じ）。また，② fxr/GDPppの乖離は，統計の整備

（Ⅱ項－２参照）によって誤差脱漏が縮小し，実体経済を表す GDPppと

“相場”による fxrのタイムラグが縮小すれば【GDPpp ≒ fxr】の「均衡値」

に限りなく収練することを立証している。

　③相場理論では，実体経済とのタイムラグを調整できないので，平価理

論に変えない限り，為替の安定が不可能である。④統計の整備（Ⅱ項－２

参照）によって誤差脱漏がさらに縮小すれば，理論的には【fxr ≒ GDPpp】

の「均衡値」および【fxr/GDPpp】の乖離率に限りなく縮小し，fxrが

GDPppに収斂・連動し，GDP平価理論の有効性を確実に実証するであろう。

Ⅳ．　平価理論および相場理論による国際通貨の検証

　１．相場によるドル換算が GDPphを歪曲することを立証

　相場理論では，¥GDPphを ¥fxrでドル換算した（¥GDPph/¥fxr）（以下，

（¥ /fxr）GDPphとする）（表Ⅳ参照）が，“相場”の変動により，１９９１年の

（¥/fxr）GDPph ２８０９８が，１９９５年４２１７５と＋２４０７７高になり，さらに１９９８年

３０５４０，－１２６３５ 安，非論理的で実体経済の説明が不可能な数値であり，相

場で通貨の「基準値」を決めることが正しくないことを立証している。

　一人当たりの GDPの数値 GDPphを fxrでドル換算したために，非現

実的に（¥/fxr）GDPph が２８０万円台から４２１万円台に上昇し，３０５万円台に

下落したことを表している。
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　平価理論では，日本の実体経済成長を表す ¥GDPphが，９１年３７８５０

（３７８．５万円）から９５年３９６７０（３９６．７万円），＋１８２０（１８２，０００円）となり，

９８年３９９８０（３９９．８万円），＋ ３１０（３１，０００円），この間２１３０ポイント（２１３，０００

円）の変動で安定して推移し，実体経済の総体値 ¥GDPphの変動が経済理

論の通り変動している。しかし，ドル換算した（¥/fxr）GDPphは，“相場”

でなければ起こり得ない非現実的変動であり，“相場”が実体経済を歪曲し

た決定的な事実を立証している。この事実は，各国経済の総体値である

GDPphを fxrでドル換算して，各国の経済を国際比較するのは，正常な実

体経済を歪曲して判断することになり，また，通貨の「基準値」を決定す

る変動相場制度が為替理論として間違った理論であることを立証している。

　GDPphを fxrでドル換算した（¥/fxr）GDPphは，表Ⅲおよび図Ⅲ－２の

通り，実体経済を歪曲するので，原値のままの GDPphを GDPppで換算

すると（¥/GDPpp）GDPphは $GDPphに完全に均衡しているので，原値の

ままの ¥GDPppで国際比較するまたはデーターを分析することが正しいこ

とを検証している。なお，変動相場制を支える購買力平価の誤りはⅢ項－

４で立証する。
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注：①　¥GDPphと $GDPphは原値のままの GDPphの推移。
②　GDPphを GDPppで 換 算 し た（¥/GDPpp）GDPphは【$ GDPph ＝
（¥/GDPpp）GDPph】に完全に均衡して推移。

③　（¥/fxr）GDPphは，fxrで ¥GDPphを換算した値であり，実体経済を歪曲し
た説明不可能な数値で推移している。
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図Ⅲ－２．日米の GDPphと（¥/fxr）GDPph及び（¥/GDPpp）GDPphの推移



２．　米ドルを基準にした国際通貨 fxr/GDPpp乖離率の特性

　本項は，米ドル１を基準にした場合の各国通貨の fxr/GDPpp乖離率が示

す特性を検証する。その特性は，①平価理論では，fxr/GDPpp乖離率が，

理論的には【fxr ＝ GDPpp】が均衡すべきであるが相場理論のために均衡で

きず，乖離する。②相場理論では，“相場”による投機的心理要因により

オーバーシュートして変動した年平均乖離率を表す。従って，③ fxrの変

動率は，相場により理論的に変動しないので，世界経済の安定成長の攪乱・

阻害要因になる。その他の要因として，④統計環境による誤差（Ⅱ項－２

参照）が考えられるが，本論は IMFの IFS統計は正しい値であるとみな

して採用している。

　固定相場制時代の fxr/GDPpp乖離率は，固定相場の理論的矛盾を表して

いる。変動相場制に入って対ドル各通貨の乖離が急速に調整されているが，

１９８５年プラザ合意以降，本格的に調整され，２１世紀に入って対ドル３大通

貨が１に収斂・連動トレンドに入っている。

　英国ポンドは，Ⅲ項－２の通り，基軸通貨時代の経済境構造が原因とな

り，英国のインフレ病のトレンドを実証している。

　日本円は，１９６６年までは GDPgap経済格差を表しているので，同乖離率

は固定相場制のため，円安に支えられて経済成長してきた事実を乖離率の
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拡大が表している。１９６７年以降は GDPgap ＝１ にクロスしたので，先進国通

貨 GDPppと fxrとの乖離率が縮小傾向を示している。さらに，８５年，プ

ラザ合意以降の同乖離率は縮小し，１を切り下げて円高に推移し，経常収

支黒字を受けて，２０世紀末まで対ドルで円高トレンドに入っている。

　マルク・ユーロは，１９７３年，変動相場制以降時には，マルクがドルに調

整され，プラザ合意時では円とマルクがほぼ等価に調整，東西ドイツ統一

時にはマルクがポンドに調整，ユーロ発足時にはユーロがポンドに調整し，

円がドルに調整したことを示している。リーマンショック後２０１２年アベノ

ミックスが登場するまでは４通貨がほぼ連動トレンドに入っている。

　ドルを基準にした国際通貨の fxr/GDPpp収斂・連動トレンドは１に収斂

トレンドにあり，平価理論の有効性を立証している。

３．　相場理論の非論理性の事例検証

　変動相場制は，通貨の交換「基準値」を相場で決める非論理性を論述 

する。

ⅰ）fxr/GDPpp乖離率の検証

　相場理論の fxrと平価理論による GDPppが均衡【fxr ＝ GDPpp】すべき

であるが，相場が均衡を不可能にしている。また，通貨の「基準値」の乖

離【fxr/GDPpp  ３％】を超えると理論上インフレまたはデフレによる資本

主義経済の黄信号となり，実体経済の攪乱要因が始まる。

　①　大企業の純利益並びに経済成長率３％を超える fxr/GDPpp乖離率は，

資本主義の危険信号であり，その乖離が拡大すると資本主義の原理が機能

しなくなる原因となる。

　②　変動相場制下の fxrと平価理論の GDPppの変動と乖離率の原因は

次の通りである。

　１９７３年は，変動相場制によって fxrが２７１．７０円，GDPpp１５２．６２，乖離率

７８％であった。この乖離率７８％は，fxrが固定相場制により固定されている

＜
＞
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ため，実体経済による GDPppに連動できない固定相場制の理論的弊害の

結果を示しており，固定相場制崩壊の原因となっている。

　２０１２年アベノミックスの直前では fxr７９．７９円，GDPpp７３．３４円，乖離率

８．７９％に縮小している。この同乖離率８．７９％は GDPppを基軸に fxrが連動

し，収斂してきた事実を表している。

　１９８６～２０１２年，プラザ合意による fxr調整後から対ドル比 fxrは実体経

済を反映して推移するようになり，fxrの前年比が年平均３．４６％円高に推移

したが，同期間の実体経済を表す GDPppは２．８％円安で推移している。

従って，同期間の GDPppを基軸にした前年比乖離率【２．８－（－３．４６）＝ 

＋６．２６％】は，相場が原因で実体経済を基準値にしてデフレ化現象が生じ

て乖離した事実を示している。変動相場制下でこの事実が信じがたい理由

は，fxrの「基準値」が不在であるためであろう。fxr－３．６％円高を基準に

デフレと判断しているが，実体経済力を基軸に判断すると＋２．８％経済成長

をしていたと判断できるのである。

　日本経済をデフレと判断してきた原因は，fxrによる通貨の「基準値」

が不在のために，実体経済を示す通貨の「価値基準値」が GDP平価のよ

うに算定できないことにある。

　実体経済は円高ではなく，２．８％円安に先進国経済として正常に推移して

いるが，相場が原因で実体経済を正確に把握できず，日本経済をデフレ経

済と錯覚させてきた事実を示している。実体経済を把握できない相場理論

は，為替制度を歪曲するので，通貨の「基準値」が算定できる為替制度に

変革しない限り，経営と経済の安定成長が期しがたい。

　③　fxrの変動は，年平均で経営の純利益率を超える変動があり，加えて，

ナノ単位に投機的心理要因が介入してfxrがオーバーシュートするので，為

替の安定を図らない限り，対応の限界を超えている。仮に，平価理論によ

る変動平価制であったとすれば，日本経済はデフレの恐れが全くなく，

２．８％プラスアルフアーの経済安定成長が可能であった事実を示唆している。
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　上 図 の 対 $ GDPpp１．００００を 基 準 と し た 日 本 の fxrと GDPppの

【fxr/GDPpp】乖離率は，相場による日本の実体経済を歪曲してきた比率で

あるので，コンマ以下の比率であっても，実体経済に与えるその影響が大

きい。固定相場制時代およびプラザ合意までの fxrの推移は異常な円安を

示している。平価理論に代えることによって，日本経済が安定成長するこ

とに留意すべきであろう。

ⅱ）ドルを基準とした ¥fxrと前年比 fxr変動率の変動の検証

　次頁の図は，$fxrを基準にした ¥fxrの推移が為替制度の弊害を物語って

おり，前年比 ¥fxrの推移は，対ドルより上は円安下が円高を表し，前年

比平均 ¥fxrの基準値の推移は日本の為替の歴史を表している。

　上記の fxrの秒単位の変動や GDPppとの乖離は，実体経済における商

取引とのタイムラグを無視しているので，相場理論が実体経済を歪曲する

弊害を立証している。
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４．　購買力平価理論の問題点

　購買力平価 pppは，基準年の fxrによって複数の異なる pppが存在する。

即ち，複数の解がある pppは，為替制度を支える理論として正しい理論で

はない。

　pppの算定式で，消費者物価指数 cpi，卸売物価指数 wpi，輸出物価指数 

expi，輸入物価指数 impi，および fxr並びに GDPppをグラフ化すると次

の通りである。なお，各物価指数の統計は修道商学第５３巻第２号の p１７８～

１７９掲載の表Ⅰ－１～表Ⅰ－２により，図Ⅳ－３および図Ⅳ－４を作成した。

　①　cpi pppは，fxrに最も連動すべきであるが，最も物価高で乖離して

いるので cpi ppp理論は正しくないことを検証している。（図Ⅳ－３）
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図Ⅳ－３．基準年による pppおよび fxrと GDPpppの２０１０年までの推移
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図Ⅳ－４．日米の各種の物価指数による各種の pppと fxrおよび GDPppの推移



　②　expi pppは，貿易理論上最もfxrに近い筈であるが，輸出物価指数は

最も低い数値で乖離して推移しているが，この乖離は異常である。日本人

の精神構造は買い手の思いを尊重し過ぎるために（輸出競争の結果として）

輸出価格指数が低下したものと想定できる。（図Ⅳ－４）

　③　impi ppp は，予想に反してプラザ合意以降fxrに最も収斂し連動トレ

ンドにある。

　輸入物価指数は，相手国にとって輸出物価指数であるので，総合的結果

として fxrと連動すると見なすことができるが，impi pppを購買力平価の

解とすることは為替理論に欠ける。欧米諸国の精神構造が売り手に力学が

働くので，外国の輸出価格指数に連動する結果になったと想定できる。

　④　impi pppは，expi ppp と連動すべきであるが，大幅に乖離し，連動

トレンドが見当たらない。また，２０００年前後から IT革命が本格化する中

で，流通構造が改革され，wpi pppは cpi ppp に連動トレンドに入っている。

　⑤　GDPppは，実体経済の総体値を最も反映し，安定して推移しており，

特に，プラザ合意以降，fxr が GDPppを基軸に連動トレンドがみられる。

また，１９９５年，日本版ビッグバンの実施を決意して以降は，fxrおよび

expi ppp，impi pppが GDPppを実体経済のフアンダメンタルズ（基礎条

件）として連動トレンドに入ったことが認められる。

　上記の通り，平価理論では，定義１～２により実体経済の総体値で決ま

る GDPppで安定して推移する。なお，GDPの変動は４半期ごとの暫定値

や予測値が公表され，年に１度年平均確定値が発表されるので，仮に，

GDPppを変動させるとすれば，確定値をベースに予測値の範囲内で変動す

る変動平価制度になろう。また，平価理論は，定義１～２により公正な理

論値で平価が確定するが，相場理論では，理論的な fxrの算定は不可能で

ある。変動相場制には，購買力平価理論があるが，図Ⅳ－３および４の通

り，理論的問題があるので，以上の事実により，pppが fxrの理論的根拠

とならない事実が立証された。

　本論で検証してきた１～４の fxrおよび ppp或いは GDPppとの乖離
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率の変動は，年間平均値を基準にした変動であるので，月或いは秒単位の

最高値と最低値の変動はそれを遥かに超える変動である。fxrや pppが

GDPppに収斂連動する事実は GDP平価理論が正しい理論であることを

立証している。

Ⅴ．　SDR平価理論による「国際通貨」の「基準価値」の定義

　国際通貨（ICU: International Currency Unit）の算定根拠を IMFの SDR

算定方式を応用して，資料Ⅰ－２により四大通貨（$，€，£，¥）を基準に

SDR平価 SDRpp（以下，ICUと SDRppを同義語として扱う）を算定し，

ICUの SDR平価理論を論述する。

　SDRppの「基準価値」は，IMFの SDRの概念を利用して，IMFのバス

ケットに入っている四大国際通貨による SDR平価 SDRppを算定する。ま

た，$SDRpp ＝ $GDPppは均衡するので，IMF８条国通貨の $GDPpp ＝

$SDRppとなる。

　なお，IMF １４条国に対しては，各国の経済格差 GDPgapを考慮し，実体

経済に対する経済格差を配慮した一定のアローアンスを与え，IMFが１４条

国通貨の GDPppを決定し，共存共栄による世界経済の安定成長を図る。
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資料Ⅰ－２．　GDP平価理論による SDR平価の基準価値
２０１３年１月１日時点

⑦ SDRpp１．００００
に対する各通
貨の SDRpp

⑥四通貨と
等 価 の
$SDRpp

⑤ 四 通 貨
 CRSrと等
価の $SDR
の比重

④四通貨③
の CRSr

③ 各国の
$GDPpp

②バスケット
内の GDPph

①各国の
GDPph
比重

通貨

⑥×１．４１３② /⑤②×④１ / ③

１．４１３２釈 若錫錫１．００００釈 若錫錫０．３５３３１．０００００釈 若錫錫錫１．００００釈 若錫錫０．３５３３ ４９３９９米国 $

０．８１４９０．５７６６０．３５３３１．７３４３９０．５７６６０．２０３７ ２８４８２ユーロ €

０．７０２４釈 若錫錫０．４９７０釈 若錫錫０．３５３３２．０１２０７釈 若錫錫錫０．４９７０釈 若錫錫０．１７５６ ２４５５４英国 £

１．０６９７０．７５６９０．３５３３１．３２１０００．７５７００．２６７４ ３７３９６日本￥

１．４１３２２．８３０６１．００００１３９８３１計

US $１＝ SDR０．７０７６ SDR１．００００＝ SDRpp１．４１３２（SDR平価） 

注 ：①各国 GDP ／総人口＝各国 GDPph実体経済の総体価値（以下，日本円は１/１００にデノミ計算している）



　従って，平価理論による ICUと同義の SDRppは，プレトンウッズ協定

のホアイト案，IMFの基金方式による加盟国の外貨資金不足に対応する

SDR（引き出し権）でもなく，また，ケインズ案の基軸通貨「バンコール」

などを発行し流通させるものでもない。

　GDP平価理論は，SDRppを価値基準とし，各国の実体経済の総体価値を

ベースにした GDPppを「基準値」として，各通貨の「等価交換」を行う。

従って，GDPppをベースに算定した各通貨の SDRppで「等価交換」を実

施し，為替を安定させ，世界経済を安定成長させ，共存共栄を可能にする

であろう。

１．　SDRを基準にした SDR平価の算定

　IMFの SDRを利用して「国際通貨の基準価値」となる SDR平価を

GDPphおよび GDPppの比重を算定し，その比重によって四大通貨の SDR

平価 $SDRpp並びに SDRppを次の通り算定する。

① GDPphの比重：【①各国別GDPph ÷ GDPphの総計（１３９８３１） ＝②各通貨

の SDRphの比重】GDPphによる比重算定式。

② SDRppの比重：【③ 各国 $GDPpp ÷③ GDPppの総計（２．８３０５） ＝② 各通貨

の SDRppの比重】，SDRpp による比重算定式。

【GDPphの比重＝ $GDPppの比重】が均衡するので，理論的で正しい 

比重であることを立証している。∴「国際通貨の基準価値」となる

【$SDRpp ＝ $GDPpp】は均衡する。

③ SDRのCRSrと等価のSDRの比重：【② GDPphの比重 ×④対ドルCRSr ＝

 SDR０．３５３３】各通貨の CRSrと等価の各通貨の比重が【CRSr ＝

 SDR０．３５３３】各通貨とも０. ３５３３に均衡する。この事実は平価理論による

通貨の「基準値」の比重が公正な比重であることを立証している。

　各通貨の比重０．３５３３の総計１．４１３２は，【SDRpp１＝ $SDR１．４１３２】となる。

従って，US$１＝１÷ $SDR１．４１３２＝ SDR０．７０８１となる。

④ $SDRppに対する各通貨の SDRpp：【各国の② GDPphの比重÷⑤各通貨
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の CRSrと等価の値０．３５３３＝通貨別の $SDRpp】各通貨と等価の $SDRpp

算定式。

　また，③の$SDRppは⑥の$GDPppと等価【$SDRpp ＝ $GDPpp】であ

るので $GDPppを $SDRppと見なすことができる。

⑤ 各通貨の SDRpp算定式：【各国の SDRpp ＝⑥各通貨の $SDRpp ×１．４１２３】

　なお，日本の SDRpp算定は【日本の SDRpp ＝ SDR０．７５６９×１．４１２３＝

 SDRpp１．０６９７】。
注：規制管理のある先進国通貨および新興国通貨は SDRのバスケットに入る資格
がない。

　四大国際通貨の GDPppの CRSrと等価の比重０．３５３３ 合計１．４１２３を基準

値として，四大通貨と等価の$SDRppを算定すると，$SDRppは【$SDRpp ＝

 GDPpp】に均衡する。SDRpp１．００００に対する各国通貨のSDRppはCRSrと

等価の⑤の比重０．３５３３の統計１．４１３２と $SDRppの積が各通貨の SDRppと

して算定される。

　この SDRppは，国際統一通貨の機能と役割を次項の通り果している。

２．　国際統一通貨に代わる SDR平価の役割

　前項で，四大通貨の【$SDRpp ＝ $GDPpp】が均衡するもで，GDP平価理

論により先進国通貨の $GDPppから理論的に公正に SDRppが決定すると

同時に先進国の CRSrと等価の比重１．４１３２の積により各国の SDRppが決定

する。

　なお，新興国は先進国と経済格差があるので，一定のアローアンスを与

えて GDPppを取り決めて SDRppを算定する。

　この各国の SDRppは，国際統一通貨 ICU（International Currency Unit）

の「基準値」「SDRpp ＝ ICU」となるので，国際統一通貨 ICUを発行しなく

ても SDRppがその役割を果たすことが可能となる。
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３．　ユーロがリーディングカレンシーになる条件

　変動相場制における基軸通貨のメリットは，基軸通貨で取引をする国と

の資本取引及び財・サービス等の経常取引が，為替の影響がなくなり，自

国市場と同じ取引条件になる。即ち，基軸通貨国にとっては，域内取引並

びに国際取引であっても為替の影響がないだけでなく，グローバル市場が

国内市場の取引と同じになる。また，最も信用のある基軸通貨は，多国間

の取引で使用されると取引収支に対しての金利差を受け取れるので，想定

外の利益が増加する。さらに，予想を超えた市場の拡大と経済力，信用力

を手にすることができる。これらの基軸通貨の効果は資本取引に対しても

波及するので，巨額の通貨の取引による利益を手にすることになる。

　２０１２年現在，統一通貨ユーロ参加国は１７カ国であるが，表Ⅵ－４（省略） ～

５により，ユーロ経済圏は，域内経済格差を３グループに大別できる。

　ユーロ経済圏の fxr０．７７８３，GDPpp０．５７６２，fxr/GDPpp乖離率１．３５０７

（３５．０７％ユーロ安）であるが，ユーロ圏内の３グループの地域格差は次の

通りである。

　第１グループは，１９９９年発足当時の原参加国１１カ国のうち南欧を除く８

カ国の平均 fxr０．７７８３，GDPpp０．６６９６，同乖離率１．１６（対ドル１６％ユーロ
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表Ⅵ－５．２０１２年ユーロ経済圏のグループ別の GDPph，GDPpp，fxrの格差の比較

グループ３グループ２グループ１総　計

４９３９９４９３９９４９３９９４９３９９米国 GDPph

１４３１１２２８４０３３０７７２８４６５ユーロ GDPph

４３．３６９．１１００．０域内 GDPph格差

０．２８９７０．４６２３０．６６９６０．５７６２€GDPpp

４３．３６９．１１００．０€GDPpp格差

０．７７８３０．７７８３０．７７８３０．７７８３€fxr

２．６８６６１．６８３５１．１６２３１．３５０７€fxr/€GDP

２３１．１
釈 若錫錫錫

１４４．８
釈 若錫錫錫

１００．０
釈 若錫錫錫

同上地域格差



安）で実力が均衡している諸国である。

　第２グループは PIGS５ヶ国平均 fxr０．７７８３，GDPpp０．４６２３，同乖離率

１．６８３５（６８％ユーロ安）である。（ギリシャは２００１年参加）。第１グループ

の６９．１％ユーロ安相当の経済格差であるので，発足時ではユーロ参加のメ

リットがあった。

　第３グループは２００７～１１年に参加した後発参加５国平均 fxr０．７７８３，

GDPpp０．２８９７同乖離率２．６８６６（１６９％ユーロ安），１６９％のユーロ安のメ

リットを受ける。

　これらのグループによるユーロ経済圏内の経済格差を縮少しない限り問

題化する可能性を秘めている。ギリシャ問題など，統一通貨ユーロの抱え

る問題は，主権国家の権利を認めた集合体である限り，統一通貨ユーロの

信認に無理が生じることが判明した。法の下に統一国家或いは連合国家を

形成しない限り，統一通貨ユーロは，変動相場制下においても或いは平価

制になっても，通貨ユーロが信用を得て『国際通貨』の権利を維持し， ４

通貨の中のリーディングカレンシーとしての地位を確立することができな

い。

　現状の統一通貨ユーロ体制では，ユーロの信用をユーロ圏内で傷つけ合

うことになるので，国際通貨としての信認は，負の遺産を共有するか或い

は国家の統合の再編をやり直す必要が生じている。

４．　中国人民元が国際通貨になる条件

１）GDPppからみた中国国内経済格差の実態

　本稿は，中国の統計が正しいことを前提として，IFS統計および中国統

計年鑑により，中国の GDPpp並びに人民元 fxrの分析を行っている。

　１９７８年，中国は，改革開放政策により，共産主義体制に資本の原理を導

入した。同年の対ドルで fxr１．６８３６，中国平均 GDPpp２７．３９５９，米国経済格

差は２７倍であり，fxr/GDPppとの乖離率０．０６１４５５超人民元高であった。ま

た，同年の上海GDPpp４．１５２２，北京GDPpp ８．２６３３，広東省GDPpp２８．１０３４，
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中国の内陸部を代表する貴州省 GDPpp５９．４２３６，上海と貴州省の国内経済

格差が約１４倍あった。中国国内の経済格差が１４倍あっても，共産主義社会

では賃金格差が制度上ないので，生活は貧しいながらも安定していたと想

定される。

　１９９３年，当時の中国の実体経済を表す中国平均 GDPpp８．４５４８，対米経

済格差が約８．５倍に縮小し，上海 GDPpp２．１４４１対米格差約２．１倍，上海と

貴州の格差が約１４倍あったが，貴州省 GDPpp２０．６０９５（米国との格差，５９

倍から２０．６倍に縮小），上海と貴州省の国内経済格差が９．６倍に縮小した。

　改革開放によって，資本の論理を導入した中国は，GDPppの推移が，

２０００年上海，２００４年北京，２０１２年広東省が，それぞれ【GDPpp ＝１】に均

衡し，先進国並みの経済力を達成して自信を得ていた。しかし，国内経済

格差が約１０倍あり，貧富の格差が拡大していた。中国は，図Ⅵ－４の通り

１９９３年までは元高を縮小するトレンドで推移していたが，先進国との競争

力を確立するため，国内経済格差を縮小するためには一層の経済発展を目

指す必要があり，法整備を整えて２００１年 WTO加盟を果たした。

　２０１２年，中国の fxr６．３１２３，中国平均 GDPpp１．２９５６，米国との経済格差

約３０％に縮小し，GDPppが先進国並みに経済成長を達成してきたことを示

している。ただし，国内格差が，上海 GDPpp０．５８２６，北京 GDPpp０．５７１６，

広東省 GDPpp０．９１７０，内陸部を代表する発展途上国並みの貴州省

GDPpp２．５１１７であり，上海との国内経済格差は４．３９４２倍あるので，少なく
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とも２倍以内に縮小しないと「平等・公平原則」に反する国家であり，国

内の治安が国体を揺るがす不安の要因になろう。

２）　fxr/GDPppの乖離が示す元安の実態と中国経済社会の問題点

　１９７８年，中国の対ドル fxr１．６８３６，中国平均 GDPpp２７．３９５９，米国経済格

差は２７倍であり，fxr/GDPppとの乖離は０．０６１４５超人民元通貨高であった

事実を振り返ってほしい。

　１９９４年，図Ⅳ－４の通り中国平均 GDPpp６．５８２４，fxr８．６１８７，米中の実

体経済格差が６．５倍に縮小し，fxr/GDPpp乖離率３０．９％元安に正常化した。

　２０１２年には，対ドルfxrでfxr６．３１２３，実体経済における通貨の「基準値」

が GDPpp１．２９５６，fxr/GDPpp乖離率４．８７２２に拡大した。相場理論では，

実体経済を表わす GDPppと fxrの乖離率が理論的に算定できないので，

解明できなかったのである。さらに，地域別にみると fxr ６．３１２３に対して，

表Ⅳ－４の通り中国 GOPppの乖離率４．８７倍，上海の１０．８３４７倍，北京

１１．０４２３倍，広東６．８８３３倍 fxrに対して過大に元安に評価されている。また，

内陸部を代表する貴州省の同乖離率２．５１３１，２．５倍であり，地域格差を表わ

す GOPppとの乖離が想定外に所得格差の拡大を表わしているので，その

影響が内外経済の安定成長の撹乱要因となろう。

　この事実は，WTO加盟にもかかわらず，人民元と為替の「規制管理」に

原因があり，“相場”による通貨の「基準値」を決める変動相場制にも原因

がある。即ち，相場理論では，理論的で公正な通貨の「基準値」を明確に

示すことができないことが原因であるが，平価理論では，理論的で公正な

「平価の基準値」を示すことができるので，fxr/GDPpp乖離率が明確となる。

　また，中国の１党独裁政党は，民主主義の理念に反する政治体制であり，

世界政治，経済の安定成長の阻害要因となろう。巨大なマーケットに目を

奪われ，これらのリスクを無視して人民元を IMFの SDRに加えることは，

民主主義の理念に反する行為であろう。

　中国国内の政都北京・商都上海などの先進地域は，米国を凌ぐ経済成長
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を達成し，先進国の仲間入りを果たしている地域である。改革開放後，

WTO加盟により経済発展を達成した中国は，世界第２位の GDP経済規模

を達成したが，通貨と為替の「規制管理」を現在も続けている事実は「公

正原則」に反した国家であり，国際経済・社会における責任と義務を果た

さない不公正国家となっている。「公正原則」に反する国家は，世界経済の

安定成長を阻害する国家になると言えよう。

　fxr/GDPpp乖離は，先進国間では５０％以内，先進国と新興国の乖離は最

大で２倍を超えると理論的に「公正原則」に反することになろう。

　変動相場制下では，公正原則に従って，数値で通貨の「基準値」を示す

ことができないことが原因で，理論的に不公正を正すことも排除すること

もできない。為替の専門家は，変動相場制理論により論理的で公正な通貨

の「基準値」を示すことができるであろうか。不公正を立証することもで

きないであろう。理論的に適正レートの算定が不可能な相場理論は，世界

経済の安定成長を阻害する原因となっているのである。

Ⅵ．過剰流動性問題と国際ルールの必要性

　グローバル経済下では，国家が景気調整の目的で金融・経済政策を行う

とき，その影響は関係各国に影響を与える。特に，国際通貨国（以下，

SDRのバスケットに入っている（$，€，¥，£）を言う）が，自国の景気刺
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激策として行う量的金融緩和は，巨額の過剰流動性を創出し，短期資金と

なって利益を求めて国家間を移動する。移動資金は，移動先の国の金融政

策に直接的に想定外の影響を与え，最終的に GDPおよび fxrを攪乱する。

　国際通貨国は，景気刺激策として金融緩和を実施したとしても，他国に

対しては強者の論理で国益を実行したことになり，過剰流動性による侵略

的影響を関係国に与え，関係国の実体経済を想定外に歪曲する結果を招い

ている。

　資本主義は，資本の移動が自由であることを原理・原則としているので，

国際金融・経済理論上，過剰流動性問題に対する規制管理が存在しないが，

グローバル経済の進展に伴って，短期資本移動による金融ショックが発生

するようになり，BIS規制による対応策が導入されてきた。特に，２１世紀

に入って，国際通貨国による金融ショックやソブリンショックの発生に

よって，BIS規制の強化が検討されている。金融緩和によって生じた過剰流

動性の移動が，流入出国の金融経済政策を攪乱し，想定外の影響を与えて

いる。

　国際通貨は，国と通貨に信用があるので，信用に欠ける新興国に比較し

て，金融緩和政策により過剰流動性が増大しても比較的容易に景気回復を

遂げられるが，弱小国の金融・経済の混乱は生死を左右する。

　過剰流動資金は金利差や金融商品による高い利益を求めて相対的にリス

クの少ない先進国（スイスやオーストラリア等）或いは新興国（BRICsや

南ア等）に流出入する。その結果，流入国の実体経済は通貨量が増減する

ので，自国の金融・経済政策の変更や金利の変動など想定外の影響を受け

る。さらに，相場理論では，ヘッジやレバレッジを掛けて通貨の取引が増

減するので，掛けられ通貨は過剰流動性の流出入によってさらに膨張また

は収縮するたびにfxrがオーバーシュートし，短期資本移動による想定外の

影響は，為替・金融市場を通じて当該国の実体経済を急激に攪乱し，その

対応に困難を極めることになる。

　過剰流動性対策として，ブラジルはインフレ経済が資源輸出の好調を受
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けて安定しはじめると政策金利を引き下げて安定成長を図るので，過剰流

動資金はリスクオンとなり，巨額の資金が流入する。想定外の流入資金に

為替介入或いは課徴金を掛けて対応を図るが，資金流入により実体経済が

インフレ化するとリスクオフとなり，流入資金が瞬時に流出する。

　外貨資金調整のために，２０１２年頃７％前後で安定していた政策金利が，

現在１４．２５％に引き上げざるを得ない事態になっている。

　スイスではユーロに対する上限レート１２０フランで為替介入をしてきたが，

上限を外した瞬間３０％スイスフラン高を付ける異常事態が生じており，流

入資金にマイナス金利を課して応対するなど「招かざる客」となっている。

　過剰流動性に対する「国際ルール」が BIS規制以外にないので，金融・

経済に及ぼす様々な影響に対応できず，国益を阻害し，不公正を生み出す

原因になっている。

　過剰流動性を規制することが「自由原則」や「市場原理」を犯すことに

なるのか，或いは過剰流動性を規制しないことが対象国経済の混乱を拡大

し国益を害してもそれ等の原理・原則を守る必要があるのか，重大な疑問

が生じる。マネーによる強者の論理を放置すれば，金融・経済戦争の原因

になるので世界経済の安定成長のために，過剰流動性規制管理に対する公

正な国際ルールを制定しなければならない時期にきている。

　また，為替市場で通貨を金融商品として扱うことや金融商品のリスクを

通貨で“レバレッジやヘッジ”をかけることを認めてはならない。為替市

場で「実需原則」を無視してレバレッジやヘッジを掛けることは，過剰流

動性を増幅することになり，為替と通貨の本質に反する行為であるので，

「実需原則」に回帰する「国際ルール」を制定し，通貨と為替の本質の基本

原則に戻る時期にきている。

結　　　　　論

　変動相場制は，新自由主義理論によって相場理論を拡大解釈し，「実需原

則」を廃止して「デリバティブ」を本格的に通貨と為替に導入したので，
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実需取引の数十倍の「空需取引」ができるようになり，為替市場がカジノ

市場と化している。通貨と為替の本質に反する変動相場制は，直接的にデ

フォルトによる国際金融システムを破壊する金融ショックの原因となり，

間接的に戦争やテロなどの紛争の原因となり，国と通貨の信用を失う原因

となることを論証してきた。その遠因は所得格差を助長する“相場”理論

から派生している。

　為替の本質が“相場”によって歪曲され，アフタリオンの投機的心理要

因によって為替がオーバーシュートし，実体経済とのタイムラグが実体経

済の安定成長を阻害する原因になり，資本主義を危機にさらすので，次の

対策が重要課題である。

１）　為替市場改革の重要性

　①　通貨と為替の本質に回帰し，相場理論から脱却すること，

　②　「実需原則」に戻り，デリバティブによる取引を禁止すること，

　③　平価による「等価交換」ができる為替市場に戻すことが重要課題で

ある。

　相場理論を平価理論に代えない限り，相場による為替の不安定が IMF

の理念に反するので，実体経済の安定成長を脅かし続け，国際金融システ

ムをはじめ，資本主義の原理を脅かすことになる。

２）　経済を安定成長させる為替理論の重要性

　実体経済のコアに通貨と為替が位置を占めているので，相場理論は投資

で利益を求める強者の論理を利する原因になり，経済格差が所得格差を拡

大し，金融・経済戦争の原因になることに留意する必要がある。

　理論的で公正な通貨の基準値を設定できる理論によって為替が安定し，

世界経済が安定成長する理論は，平価理論しか見当たらない。平価理論に

よる通貨の価値基準が算定できれば，投機による相場論理ではなく，公正

な為替論理で投資利益を共有できることになり，実体経済の安定成長を図
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る理論となろう。

３）　SDR平価による国際通貨の資格条件の重要性

　IMFは， ８条国に対し為替安定のために国際通貨の資格条件を明確にし，

人民元をはじめ，通貨を SDRに入れる条件を『国際ルール』で定める必要

がある。国際通貨の資格条件を誤ると国際金融システムが行き詰まり，民

主主義と資本主義体制が崩壊することになろう。なお１４条国に対しては平

価理論による一定のアローアンスを与えて当該国経済の安定成長を支援し，

共存共栄を図る必要がある。

　SDRのバスケットに入る「国際通貨」としての資格条件は，次のような

選定条件を設定し，SDRに組み入れる通貨を厳選することが，国際金融シ

ステムを守り，世界経済の安定成長に資することになろう。

①　経済規模および国際通貨国との経済格差が【GDPgap ≧１】１を超え，

先進国に成長すること。

②　国と通貨の格付は，公的国際格付機関を設立し，その格付けがＡ格

以上であること，

③　経済成長率に見合う政策金利水準５％未満の水準を維持できている

こと

④　世界の為替市場における取引シエアが５％以上であること，

⑤　GDPに占める外国依存度の比重が，国債発行残高から外貨準備或い

は国内貯蓄残高を除き，３０％以内であること，

⑥　通貨と為替に規制管理がなく，世界に開かれた自由に取引ができる

為替市場があること，

⑦　人種差別，言論の自由など「自由・平等原則」を遵守する民主主義

国家であることが基本条件となる。

　安易にこれらの条件を満たさない国家及びその通貨を国際通貨に入れる

と，国際金融システムの不安定および資本主義経済の混乱要因となろう。

　ただし，平価理論による SDR平価が創成されるとき，基軸通貨の概念
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は必要でなくなり，為替の変動が平価で安定し，世界経済の安定成長が確

立するので，国際通貨は等価で「実需原則」に基づき「等価交換」される

新しい為替市場が出現するであろう。

４）　過剰流動性に対する国際ルールと規制管理の重要性

　世界経済安定成長を図るために過剰流動性対策は避けて通ることができ

ないであろう。先進国による過剰流動性は，経済戦争の主戦場となり，強

者の論理が支配する。

　国際通貨国が，経済対策の結果，過剰流動性が生じ，他国の金融経済政

策を攪乱させる事実を放置してよいものであろうか。招かざる客が，突然

やってきて借金を強要するに等しい。変動相場制を維持するためには，IMF

或いは BISなどの国際機関が，世界経済の安定成長を図るために過剰流動

性対策の「国際ルール」を重要検討課題とすべきであろう。

５）　統計の環境整備に重要性

　本論では，IMFの IFS統計の精度が正確であることを前提にして，相場

理論と平価理論を検証した結果，平価理論の GDPppを基軸にして相場理

論の fxrが連動し，収斂している事実を立証した。しかしながら，実体経

済を正確に把握するためには，Ⅱ項－２で統計の誤差を縮小するために統

計環境整備と IMFによる統計の国際ルールを制定し，統計収集管理の方法

を統一することが重要課題である。

　２１世紀に入り，国際通貨国発のリーマンショックが起き，資本主義終末

の現象が現れている。グローバル経済のコアに位置を占める“通貨”と

“為替”が，GDP平価理論によって公正な通貨の「基準値」で「等価交換」

できる為替市場に変革したとき，国家間の金融・経済戦争が収まり，地球

上の人類が平和な経済・社会を築く道（理論）を開くことになる。

　しかしながら，人間の欲望を理性で制御できない限り，その道は拓かれ

ない。残念ながら，人は，国際金融システムが崩壊するまで欲望を制御で
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きないのであろうか。資本主義が育成してきた国際金融システムが地球奥

深く根を張っているので，為替制度の改革は容易ではない。

　筆者には，「競争原理」が機能し，平和で豊かな生活が保証される資本主

義に代わる「経済原理」を機能させる新しい経済制度が見当たらない。民

主主義や社会主義或いは共産主義は「人間社会構造の原理」であり，人間

の能力を開発し，生活を豊かにする経済原理・金融システムが相場理論に

は「不在」である。

　人類の英知が経済を，社会を，科学を，文化を発展させてきたように，

その叡智で資本主義経済が崩壊する前に，新しい為替制度に代えることが

できないものであろうか。

　『実践なき理論は空虚であるが，理論なき実践は危険である』─読み人知

らず─。

　変動相場制は，相場理論が危険であることを理論的に検証し，平価理論

が理論的で公正な通貨の「基準値」を決められることを論証してきた。IMF

等の国際機関によって，世界経済の安定成長を図る為替制度の改革は，平

価理論による理論的で公正な GDPppの「基準値」で実体経済が安定し，

通貨の「等価交換」が行なわれ，次世代の為替制度「変動平価制」への改

革が課題となる。
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第６回「SDRによる国際通貨の価値尺度と国際統一通貨」１２７４号２０１５．７．１
第７回「グローバル経済下の国家間および国家内部の経済格差は国際通貨の価
値尺度で判断する」１２７５号２０１５．８．１
第８回「平価理論の概要と過剰流動性問題（完）１２７６号２０１５．９．１
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表Ⅰ－１．　日米の GDP，人口の推移

米国人口米国 GDP日本人口日本 GDP
前年比率前年比率前年比率前年比率

１．５２２７２８４８０．８３５９１９５０
１．５４８８３２８７０．８４９６１９５１

１．００００１．５７５５１．００００３４５７１．０００００．８６２５１．００００６２１７０１９５２
０．０１６７１．６０１８０．０５４７３６４６０．０１３９０．８７４５０．１２８５７０１６０１９５３
０．０１７８１．６３０３–０．０００３３６４５０．０１５００．８８７６０．１１１３７７９７０１９５４
０．０１７８１．６５９３０．０９００３９７３０．０１１９０．８９８２０．１０２５８５９６０１９５５
０．０１７９１．６８９ ０．０５３４４１８５０．０１０５０．９０７６０．０１２８８７０６０１９５６
０．０１８２１．７１９８０．０５２６４４０５０．００８８０．９１５６０．２７２０１１０７４０１９５７
０．０１６９１．７４８８０．０１３８４４６６０．００８７０．９２３６０．０４５８１１５８１０１９５８
０．０１６９１．７７８３０．０８３７４８４００．０１０１０．９３２９０．１１６７１２９３３０１９５９
０．０１６０１．８０６８０．０４０３５０３５０．００８７０．９４１００．１９８８１５５０４０１９６０
０．０１６７１．８３６９０．０３３２５２０２０．００９００．９４９５０．２３５９１９１６１０１９６１
０．０１５５１．８６５４０．０７６９５６０２０．００９３０．９５８３０．１０９１２１２５２０１９６２
０．０１４５１．８９２４０．０５５２５９１１０．０１０２０．９６８１０．１５４８２４５４１０１９６３
０．０１４０１．９１８９０．０６８２６３１４０．０１０５０．９７８３０．１８２３２９０１４０１９６４
０．０１２６１．９４３ ０．０８２４６８３４０．０１０７０．９８８８０．１０８５３２１６３０１９６５
０．０１１６１．９６５６０．０９５７７４８８０．００９２０．９９７９０．１６４８３７４６３０１９６６
０．０１０９１．９８７１０．０５７４７９１８０．０８５３１．０８３００．１７９３４４１７９０１９６７
０．０１０１２．００７１０．０９０８８６３７–０．０５８５１．０１９６０．１９４１５２７５３０１９６８
#REF!２．０２６８#REF!９３１１#REF!１．０３１７#REF!６１７７９０１９６９
０．０１０９２．０４８８０．０５０２９７７８０．０１１３１．０４３４０．１９２３７３６５９０１９７０
０．０１０６２．０７０５０．１５４２１１２８６０．０１２９１．０５６９０．１０００８１０２４０１９７１
０．００８７２．０８８５０．０９９１１２４０４０．０１４１１．０７１８０．１４０３９２３９４０１９７２
０．００７５２．１０４１０．１１７０１３８５５０．０１４２１．０８７００．２１７６１１２４９８０１９７３
０．０１６３２．１３８５０．０８３４１５０１００．０１３４１．１０１６０．１９３３１３４２４４０１９７４
０．００９９２．１５９７０．０８９４１６３５２０．０１２８１．１１５７０．１０４９１４８３２７０１９７５
０．００９６２．１８０４０．１１５４１８２３９０．０１０８１．１２７７０．１２４２１６６７５３０１９７６
０．０１０１２．２０２４０．１１３８２０３１４０．００９７１．１３８６０．１１３２１８５６２２０１９７７
０．０１０７２．２２５９０．１３０２２２９５９０．００９１１．１４９００．１０１２２０４４０４０１９７８
０．０１１１２．２５０６０．１１７８２５６６４０．００８４１．１５８７０．０８３９２２１５４７０１９７９
０．０１２０２．２７７６０．０８９３２７９５６０．００８１１．１６８１０．０９７９２４３２３５０１９８０
０．００９６２．２９９４０．１２０１３１３１３０．００７３１．１７６６０．０７３２２６１０２８０１９８１
０．００９７２．３２１７０．０４０８３２５９２０．００７０１．１８４８０．０４９９２７４０５００１９８２
０．００９２２．３４３０．０８４６３５３４９０．００７０１．１９３１０．０４２１２８５５７９０１９８３
０．００８８２．３６３７０．１１２５３９３２７０．００６５１．２００８０．０６７５３０４８５９０１９８４
０．００９０２．３８４９０．０７１３４２１３００．００６３１．２０８４０．０６８７３２５７９２０１９８５
０．００９２２．４０６８０．０５６９４４５２９０．００５４１．２１４９０．０４６５３４０９４８０１９８６
０．００９０２．４２８４０．０６５０４７４２５０．００４９１．２２０９０．０４３７３５５８３７０１９８７
０．００９１２．４５０６０．０７７１５１０８３０．００４０１．２２５８０．０７２３３８１５７９０１９８８
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０．００９３２．４７３４０．０７４５５４８９１０．００４０１．２３０７０．０７３４４０９６０２０１９８９
０．０１０６２．４９９５０．０５７２５８０３２０．００３３１．２３４８０．０７８９４４１９１５０１９９０
０．０３３８２．５８４０．０３１５５９８６２０．００４０１．２３９７０．０６１８４６９２３００１９９１
０．０１０８２．６１１９０．０５５６６３１８９０．００３２１．２４３７０．０２６３４８１５８２０１９９２
０．０１１０２．６４０７０．０５１２６６４２３０．００３１１．２４７５０．０１０３４８６５１９０１９９３
０．０１１１２．６６９９０．０６２０７０５４３０．００３０１．２５１２０．０１０９４９１８３５０１９９４
０．０１１１２．６９９５０．０４９１７４００５０．００２８１．２５４７０．０１２０４９７７３９０１９９５
０．０１１０２．７２９２０．０５５８７８１３２０．００２８１．２５８２０．０２６２５１０８０２０１９９６
０．０１１０２．７５９３０．０６２４８３００８０．００２６１．２６１５０．０２１７５２１８６２０１９９７
０．０１８７２．８１０８０．０５９４８７９３５０．００１１１．２６２９–０．０３２５５０４９０５０１９９８
０．０１２３２．８４５３０．０６３７９３５３５０．００１７１．２６５０–０．０５０１４７９６２９０１９９９
（０．００７１）２．８２５ ０．０６３９９９５１５–０．００６２１．２５７２０．０６３０５０９８６００２０００
０．０１７８２．８７５３０．０３３６１０２８６２０．００１４１．２５８９–０．００８５５０５５４３０２００１
０．００９５２．９０２７０．０３４６１０６４２３０．００２９１．２６２５–０．０１２７４９９１４７０２００２
０．００９０２．９２８８０．０４７０１１１４２２０．００２１１．２６５２–０．０００６４９８８５５０２００３
０．００８９２．９５４９０．０６３８１１８５３３０．００２０１．２６７７０．００９８５０３７２５０２００４
０．００９１２．９８１７０．０６４９１２６２３００．００１７１．２６９８０．０００４５０３９０３０２００５
０．００９３３．００９４０．０５９７１３３７７２０．００１３１．２７１４０．００５５５０６６８７０２００６
０．０２６１３．０８７９０．０４８７１４０２８７０．０００９１．２７２５０．０１２４５１２９７５０２００７
（０．００６９）３．０６６６０．０１８７１４２９１６０．０００６１．２７３２–０．０２２９５０１２０９０２００８
０．００９２３．０９４９–０．０２２２１３９７３７０．０００２１．２７３５–０．０６００４７１１３９０２００９
０．００８９３．１２２５０．０７０９１４９６４４０．００００１．２７３５０．０２３９４８２３８４０２０１０
０．００８５３．１４９１０．０３７０１５５１７９–０．０００２１．２７３２–０．０２３０４７１３１１０２０１１
０．００８３３．１７５１０．０４１６１６１６３２–０．０００５１．２７２５０．００８１４７５１１００２０１２
０．００８０３．２００５０．０３７４１６７６８１–０．０００９１．２７１４０．０１０６４８０１２８０２０１３
０．００７９３．２２５８０．０３８８１７４１８９１．２７００２０１４

０．０１０５０．０６６７０．００４３０．０４３４
７３－１２
平均比率

０．０１０３０．０９８９０．００９３０．１０２９
７３－８５
平均比率

０．０１２７０．０５８３０．００３４０．０３４７
８６－９８
平均比率

０．００８８０．０４４７０．０００５–０．００３９
９９－１２
平均比率

+０．００８２５８+０．０３８６６６–０．０００５５０–０．００１４４４
１１－１３
平均比率

出所：① IFS統計 yearbook１９７９版より１９５０－１９７０年までの統計を採用
② IFS統計 yearbook ２００１版より１９７１－１９９８年までの統計を採用
③ IFS統計２０１１年 yeabookより１９９９－２００３ 年までの統計を採用
④ IFS統計２０１５ yeabuukより２００３－２０１４までの統計を採用
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前年比
¥GDPph

前年比
$GDPph

¥GDPph/

fxr= 

（¥/fxr）GDPph
¥GDPph$GDPph

１．００００　１８７０１９５０

１．１３４７　２１２２１９５１

１．００００１．０３３９２００７２１２１９４１９５２

１．１１３０１．０３７４２２３８０２２２７６１９５３

１．０９４９０．９８２２２４４８７８２２３６１９５４

１．０８９５１．０７０９２６６９５７２３９４１９５５

１．００２３１．０３４８２６６９５９２４７８１９５６

１．２６０９１．０３３７３３６１２０９２５６１１９５７

１．０３６７０．９９７０３４８１２５４２５５４１９５８

１．１０５６１．０６５８３８５１３８６２７２２１９５９

１．１８８５１．０２３９４５８１６４８２７８７１９６０

１．２２４８１．０１６２５６１２０１８２８３２１９６１

１．０９８９１．０６０４６１６２２１８３００３１９６２

１．１４３１１．０４０１７０４２５３５３１２４１９６３

１．１６９９１．０５３４８２４２９６６３２９０１９６４

１．０９６８１．０６８９９０４３２５３３５１７１９６５

１．１５４２１．０６８９１０４３３７５４３８１０１９６６

１．０８６６１．０８３１１１３３４０７９３９８５１９６７

１．２６８３１．０４６０１４３７５１７４４３０３１９６８

#REF!#REF!１６６３５９８８４５９４１９６９

１．１７８９１．０３８９１９６１７０６０４７７３１９７０

１．０８５９１．１４２１２１９１７６６６５４５１１９７１

１．１２４５１．０８９６２８４４８６２０５９３９１９７２

１．２００６１．１０８７３８０９１０３４９６５８５１９７３

１．１７７５１．０６５９４１７２１２１８６７０１９１９７４

１．０９０９１．０７８７４４７９１３２９５７５７１１９７５

１．１１２３１．１０４８４９８６１４７８７８３６５１９７６

１．１０２５１．１０２６６０７２１６３０３９２２４１９７７

１．０９１２１．１１８３８４５４１７７９０１０３１４１９７８

１．０７４８１．１０５６８７２５１９１２０１１４０３１９７９

１．０８９１１．０７６４９１８４２０８２３１２２７４１９８０

１．０６５４１．１０９５１００５９２２１８５１３６１８１９８１

１．０４２６１．０３０８９２８６２３１３０１４０３８１９８２

１．０３４８１．０７４７１００７８２３９３６１５０８７１９８３

１．０６０７１．１０２８１０６８９２５３８８１６６３８１９８４

１．０６１９１．０６１８１１３０２２６９６１１７６６５１９８５

１．０４０９１．０４７３１６６５３２８０６４１８５０１１９８６

１．０３８５１．０５５６２０１５０２９１４５１９５２９１９８７

１．０６８１１．０６７４２４２９１３１１２９２０８４５１９８８

１．０６９２１．０６４６２４１２４３３２８２２２１９３１９８９

１．０７５３１．０４６２２４７１７３５７８８２３２１７１９９０

１．０５７６０．９９７８２８０９８３７８５０２３１６６１９９１

１．０２３０１．０４４３３０５７４３８７２２２４１９３１９９２

１．００７２１．０３９７３５０７２３９０００２５１５４１９９３

１．００７９１．０５０４３８４５９３９３０９２６４２２１９９４

１．００９２１．０３７６４２１７５３９６７０２７４１４１９９５

１．０２３４１．０４４３３７３２１４０５９８２８６２８１９９６

１．０１９０１．０５０８３４１９２４１３６８３００８３１９９７

０．９６６４１．０３９９３０５４０３９９８０３１２８５１９９８

０．９４８４１．０５０８３３２８５３７９１５３２８７４１９９９

１．０６９６１．０７１６３７６３１４０５５５３５２２７２０００

０．９９０２１．０１５６３３０４３４０１５８３５７７４２００１

０．９８４５１．０２４９３１５３１３９５３６３６６６３２００２

０．９９７３１．０３７６３４０１１３９４２９３８０４４２００３

１．００７８１．０５４４３６７２７３９７３５４０１１４２００４

０．９９８７１．０５５４３６００４３９６８４４２３３５２００５

１．００４３１．０５００３４２６７３９８５３４４４５１２００６

１．０１１５１．０２２０３４２３６４０３１２４５４３１２００７

０．９７６５１．０２５８３８０８６３９３６６４６６０４２００８

０．９３９８０．９６８８３９５３８３６９９６４５１５１２００９

１．０２３９１．０６１４４３１５２３７８７９４７９２４２０１０

０．９７７３１．０２８２４６３８４３７０１８４９２７７２０１１

１．００８６１．０３３１４６７９４３７３３７５０９０６２０１２

１．０１１４１．０２９２３８６９２３７７６４５２３９２２０１３

－１．０３０７－５３９９９２０１４

１．０３８７１．０５５７
７３－１２
平均比率

１．０９２６１．０８７７
７３－８５
平均比率

１．０３１２１．０４５１
８６－９８
平均比率

０．９９５６１．０３５７
９９－１２
平均比率

０．９９９１１１．０３０１６
１１－１３
平均比率

表Ⅰ－２．　日米の ¥GDPph，$GDPphおよびその前年比の推移
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$GDPppfxr/ 
GDPpp

CRSrGDPppfxr

１．００００１．１８６２３．０４４１０．３２８５３．６１１０１９５２

１．００００１．２６８９２．８３７１０．３５２５３．６０００１９５３

１．００００１．４１４４２．５４５２０．３９２９３．６０００１９５４

１．００００１．４３８９２．５０１９０．３９９７３．６０００１９５５

１．００００１．３９３７２．５８３１０．３８７１３．６０００１９５６

１．００００１．６９９９２．１１７７０．４７２２３．６０００１９５７

１．００００１．７６７６２．０３６７０．４９１０３．６０００１９５８

１．００００１．８３３７１．９６３３０．５０９４３．６０００１９５９

１．００００２．１２８５１．６９１４０．５９１２３．６０００１９６０

１．００００２．５６５３１．４０３３０．７１２６３．６０００１９６１

１．００００２．６５８５１．３５４２０．７３８５３．６０００１９６２

１．００００２．９２１６１．２３２２０．８１１６３．６０００１９６３

１．００００３．２４４８１．１０９５０．９０１３３．６０００１９６４

１．００００３．３２９３１．０８１３０．９２４８３．６０００１９６５

１．００００３．３２９３１．０１４７０．９８５５３．６０００１９６６

１．００００３．５４７７０．９７６８１．０２３７３．６０００１９６７

１．００００３．６８５５０．８３１７１．２０２３３．６０００１９６８

１．００００２．７６１９０．７６７２１．３０３５３．６０００１９６９

１．００００２．４３３８０．６７６０１．４７９２３．６０００１９７０

１．００００２．４８７４０．７１１０１．４０６４３．４９８３１９７１

１．００００２．０８８３０．６８９０１．４５１５３．０３１１１９７２

１．００００１．７２８７０．６３６２１．５７１７２．７１７０１９７３

１．００００１．６８２３０．５７６０１．７３６２２．９２０８１９７４

１．００００１．６９０３０．５６９５１．７５５９２．９６７９１９７５

１．００００１．６７７６０．５６５７１．７６７７２．９６５５１９７６

１．００００１．５１９２０．５６５８１．７６７５２．６８５１１９７７

１．００００１．２２０１０．５７９８１．７２４７２．１０４４１９７８

１．００００１．３０６９０．５９６４１．６７６８２．１９１４１９７９
１．００００１．３３６５０．５８９５１．６９６５２．２６７４１９８０
１．００００１．３５３８０．６１３８１．６２９１２．２０５４１９８１
１．００００１．５１１７０．６０６９１．６４７７２．４９０８１９８２
１．００００１．４９７１０．６３０３１．５８６５２．３７５１１９８３
１．００００１．５５６６０．６５５３１．５２５９２．３７５２１９８４
１．００００１．５６３００．６５５２１．５２６２２．３８５４１９８５
１．００００１．１１１００．６５９３１．５１６９１．６８５２１９８６
１．０００００．９６９２０．６７０１１．４９２４１．４４６４１９８７

１．０００００．８５８１０．６６９６１．４９３３１．２８１５１９８８

１．０００００．９１９９０．６６６８１．４９９７１．３７９６１９８９

１．０００００．９３９３０．６４８７１．５４１４１．４４７９１９９０

１．０００００．８２４５０．６１２１１．６３３８１．３４７１１９９１

１．０００００．７９１３０．６２４８１．６００６１．２６６５１９９２

１．０００００．７１７２０．６４５０１．５５０５１．１１２０１９９３

１．０００００．６８７００．６７２２１．４８７８１．０２２１１９９４

１．０００００．６５０００．６９１１１．４４７１０．９４０６１９９５

１．０００００．７６７１０．７０５２１．４１８１１．０８７８１９９６

１．０００００．８７９８０．７２７２１．３７５１１．２０９９１９９７

１．００００１．０２４４０．７８２５１．２７７９１．３０９１１９９８

１．０００００．９８７６０．８６７０１．１５３４１．１３９１１９９９

１．０００００．９３６１０．８６８６１．１５１３１．０７７７２０００

１．００００１．０８２７０．８９０９１．１２２５１．２１５３２００１

１．００００１．１６２８０．９２７３１．０７８４１．２５３９２００２

１．００００１．１１８６０．９６４９１．０３６４１．１５９３２００３

１．００００１．０９２２１．００９５０．９９０６１．０８１９２００４

１．００００１．１７５８１．０６６８０．９３７４１．１０２２２００５

１．００００１．２９７２１．１１５４０．８９６５１．１６３０２００６

１．００００１．３２７０１．１２７００．８８７３１．１７７５２００７

１．００００１．２２３６１．１８３９０．８４４７１．０３３６２００８

１．００００１．１４２０１．２２０４０．８１９４０．９３５７２００９

１．００００１．１１０６１．２６５２０．７９０４０．８７７８２０１０

１．００００１．０６２４１．３３１２０．７５１２０．７９８１２０１１

１．００００１．０８７９１．３６３４０．７３３４０．７９７９２０１２

１．００００１．３５４１１．３８７４０．７２０８０．９７６０２０１３

１．００００１．０２１４２０１４

２．８４５２　
５２－７２
平均比率

２．３３１２
７３－１２
平均比率

４．１８６３
７３－８５
平均比率

１．８９５６
８６－９８
平均比率

１．０１３１
９９－１２
平均比率

１．１７８７０．７３５１５
１１－１３
平均比率

注：① GDPgap ＜ １は経済格差を表し，その逆数
GDPppが「通貨の価値尺度」を表す。

　　② GDPgap ＝１にクロスした時点から GDPpp ＝１
先進国通貨と等価になり，それ以降は GDPgap
を GDPppと読み替える。

　　③，②以降の GDPgap（GDPpp）＞１は，通貨安，
GDPgap（GDPpp）＜１は通貨高を表す。

　　④，②以降の GDPpp ＝ CRSrをあらわす。

表Ⅰ－３．　Fxr並びに GDPppおよびその CRSr並びに fxr/GDPppの乖離率の推移
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(£/$）fxr/ 
GDPpp

（mr・€/$）fxr/ 
GDPpp

（¥/$）fxr/ 
GDPpp

２．６１５１４．０１０５１９５０
２．６４８４３．７６４６１９５１
２．５３３３３．４３２４１．１８６２１９５２
２．４４６５３．３４１４１．２６８９１９５３
２．３２７８３．０７８９１．４１４４１９５４
２．２８２７２．９１２９１．４３８９１９５５
２．１９３５２．７７１６１．３９３７１９５６
２．１５３６２．６６７０１．６９９９１９５７
２．０７０１２．５１８１１．７６７６１９５８
２．１１４２２．５０５４１．８３３７１９５９
２．０４３２２．１４２１２．１２８５１９６０
１．９６０８１．９３５７２．５６５３１９６１
２．００３３１．８９１９２．６５８５１９６２
１．９６８６１．８７６６２．９２１６１９６３
１．９１０１１．８１６３３．２４４８１９６４
１．９１１２１．７９５９３．３２９３１９６５
２．２８０５１．７６２５２．７６１９１９６９
２．１３６８１．５６２２２．４３３８１９７０
２．１７０４１．５６４２２．４８７４１９７１
２．０５５９１．４１９２２．０８８３１９７２
２．０２９１１．１８８８１．７２８７１９７３
２．００７４１．１４３９１．６８２３１９７４
１．８０５３１．１２０７１．６９０３１９７５
２．０７２１１．１５９４１．６７７６１９７６
２．０２８６１．１０１３１．５１９２１９７７
１．７８８１０．９９００１．２２０１１９７８
１．５２１３０．９２４９１．３０６９１９７９
１．２８９３０．９３３４１．３３６５１９８０
１．４９４２１．２３５９１．３５３８１９８１
１．６３０６１．３２２３１．５１１７１９８２
１．８５１９１．４１８３１．４９７１１９８３
２．１７０６１．６５４５１．５５６６１９８４
２．１７３６１．７３６５１．５６３０１９８５
１．８７７８１．２７１４１．１１１０１９８６
１．６１９６１．０７６９０．９６９２１９８７
１．４２９９１．０７３６０．８５８１１９８８

１．５１２５１．４７６４０．９１９９１９８９
１．３４６２１．２２４５０．９３９３１９９０
１．２９４９１．０４６６０．８２４５１９９１
１．３０７１０．９６４８０．７９１３１９９２
１．５２４２１．０４３６０．７１７２１９９３
１．４８６６１．０２８５０．６８７０１９９４
１．４２５７０．９１０６０．６５００１９９５
１．４２５７０．９８３９０．７６７１１９９６
１．３４５９１．１６７５０．８７９８１９９７
１．３１３８１．１９３２１．０２４４１９９８
１．３３３６１．４３６００．９８７６１９９９
１．４０１１１．６９６５０．９３６１２０００
１．４３７１１．７４４５１．０８２７２００１
１．３４２０１．６５３１１．１６２８２００２
１．２０９３１．３９８６１．１１８６２００３
１．０８２９１．２９８９１．０９２２２００４
１．０９８２１．３２８５１．１７５８２００５
１．０８３７１．２８６８１．２９７２２００６
０．９６９１１．１８４３１．３２７０２００７
１．０５１９１．１１８９１．２２３６２００８
１．２５６３１．２２１７１．１４２０２００９
１．２３４６１．３０２０１．１１０６２０１０
１．１８５９１．２５０６１．０６２４２０１１
１．２１７８１．３９１９１．０８７９２０１２
１．２３４１１．３９１９１．３５４１２０１３
－－－２０１４

１．６９３８１．５６３８１．４６９２
５２－７２
平均比率

１．４９１９１．２４２６１．１６４７
７３－１２
平均比率

１．８３５５１．２２５４１．５１１０
７３－８５
平均比率

１．４５４６１．１１２４０．８５６８
８６－９８
平均比率

１．２０７４１．３７９４１．１２９０
９９－１２
平均比率

１．２１２６１．３４４８１．１６８１
１１－１３
平均比率

表Ⅰ－４．　US$を基準とする ¥・€・£の fxr/GDPpp乖離率の推移
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表Ⅰ－５．　US$を基準にした日本の fxrおよび GDPppの前年比の乖離率の推移

米国
GDPpp１

前年比
GDPpp

前年比 fxr

基準値成長率成長率
１．００００–０．０７６５–０．１０３６１９７３
１．００００–０．０９４７０．０７５０１９７４
１．００００–０．０１１２０．０１６１１９７５
１．００００–０．００６７–０．０００８１９７６
１．０００００．０００１–０．０９４６１９７７
１．０００００．０２４８–０．２１６３１９７８
１．０００００．０２８６０．０４１３１９７９
１．００００–０．０１１６０．０３４７１９８０
１．０００００．０４１４–０．０２７３１９８１
１．００００–０．０１１３０．１２９４１９８２
１．０００００．０３８６–０．０４６５１９８３
１．０００００．０３９７０．００００１９８４
１．００００–０．０００２０．００４３１９８５
１．０００００．００６２–０．２９３５１９８６
１．０００００．０１６４–０．１４１７１９８７
１．００００–０．０００６–０．１１４０１９８８
１．００００–０．００４２０．０７６６１９８９
１．００００–０．０２７１０．０４９５１９９０
１．００００–０．０５６６–０．０６９６１９９１
１．０００００．０２０８–０．０５９８１９９２
１．０００００．０３２３–０．１２２０１９９３
１．０００００．０４２１–０．０８０８１９９４
１．０００００．０２８１–０．０７９７１９９５
１．０００００．０２０４０．１５６５１９９６
１．０００００．０３１２０．１１２２１９９７

１．０００００．０７６１０．０８２０１９９８
１．０００００．１０８０–０．１２９９１９９９
１．０００００．００１８–０．０５３９２０００
１．０００００．０２５６０．１２７７２００１
１．０００００．０４１００．０３１８２００２
１．０００００．０４０５–０．０７５４２００３
１．０００００．０４６３–０．０６６８２００４
１．０００００．０５６７０．０１８８２００５
１．０００００．０４５５０．０５５２２００６
１．０００００．０１０４０．０１２５２００７
１．０００００．０５０５–０．１２２２２００８
１．０００００．０３０９–０．０９４７２００９
１．０００００．０３６７–０．０６１９２０１０
１．０００００．０５２１–０．０９０８２０１１
１．０００００．０２４２–０．０００２２０１２
１．０００００．０１７６０．２２３２２０１３
１．００００－０．０４６５２０１４

１．０００００．０１７９–０．０２８１
５２－７２
平均比率

１．００００–０．００３０–０．０１４５
７３－１２
平均比率

１．０００００．０１４２–０．０３７３
７３－８５
平均比率

１．０００００．０４０７–０．０３２１
８６－９８
平均比率

１．０００００．０３３５–０．００９９
８６－１２
平均比率

１．００００
 ０．０２８０ 

（+２．８０％）
–０．０３４６

（–３．４６％）
１１－１３
平均比率

注：マイナスは円高，デフレ，プラスは円安，インフレ現象を表す。
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修道商学　第　５６　巻　第２号

前年比 ¥fxr$fxr¥fxr

１．００００１．００００３．６１００１９５０
１．００００１．００００３．６１００１９５１
１．００００１．００００３．６１１０１９５２
１．００００１．００００３．６０００１９５３
１．００００１．００００３．６０００１９５４
１．００００１．００００３．６０００１９５５
１．００００１．００００３．６０００１９５６
１．００００１．００００３．６０００１９５７
１．００００１．００００３．６０００１９５８
１．００００１．００００３．６０００１９５９
１．００００１．００００３．６０００１９６０
１．００００１．００００３．６０００１９６１
１．００００１．００００３．６０００１９６２
１．００００１．００００３．６０００１９６３
１．００００１．００００３．６０００１９６４
１．００００１．００００３．６０００１９６５
１．００００１．００００３．６０００１９６６
１．００００１．００００３．６０００１９６７
１．００００１．００００３．６０００１９６８
１．００００１．００００３．６０００１９６９
１．００００１．００００３．６０００１９７０
０．９７１８１．００００３．４９８３１９７１
０．８６６４１．００００３．０３１１１９７２
１．００００１．００００２．７１７０１９７３
１．０７５０１．００００２．９２０８１９７４
１．０１６１１．００００２．９６７９１９７５
０．９９９２１．００００２．９６５５１９７６
０．９０５４１．００００２．６８５１１９７７
０．７８３７１．００００２．１０４４１９７８
１．０４１３１．００００２．１９１４１９７９
１．０３４７１．００００２．２６７４１９８０
０．９７２７１．００００２．２０５４１９８１

１．１２９４１．００００２．４９０８１９８２
０．９５３５１．００００２．３７５１１９８３
１．００００１．００００２．３７５２１９８４
１．００４３１．００００２．３８５４１９８５
０．７０６５１．００００１．６８５２１９８６
０．８５８３１．００００１．４４６４１９８７
０．８８６０１．００００１．２８１５１９８８
１．０７６６１．００００１．３７９６１９８９
１．０４９５１．００００１．４４７９１９９０
０．９３０４１．００００１．３４７１１９９１
０．９４０２１．００００１．２６６５１９９２
０．８７８０１．００００１．１１２０１９９３
０．９１９２１．００００１．０２２１１９９４
０．９２０３１．０００００．９４０６１９９５
１．１５６５１．００００１．０８７８１９９６
１．１１２２１．００００１．２０９９１９９７
１．０８２０１．００００１．３０９１１９９８
０．８７０１１．００００１．１３９１１９９９
０．９４６１１．００００１．０７７７２０００
１．１２７７１．００００１．２１５３２００１
１．０３１８１．００００１．２５３９２００２
０．９２４６１．００００１．１５９３２００３
０．９３３２１．００００１．０８１９２００４
１．０１８８１．００００１．１０２２２００５
１．０５５２１．００００１．１６３０２００６
１．０１２５１．００００１．１７７５２００７
０．８７７８１．００００１．０３３６２００８
０．９０５３１．０００００．９３５７２００９
０．９３８１１．０００００．８７７８２０１０
０．９０９２１．０００００．７９８１２０１１
０．９９９８１．０００００．７９７９２０１２
１．２２３２１．０００００．９７６０２０１３
１．０４６５１．００００１．０２１４２０１４

表Ⅰ－５－２．　$fxr１．０００に対する ¥fxrおよびその前年比の推移 fxr/GDPppの乖離率
の推移
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１１
年
統
計

２０
１１
年
統
計

２０
１１
年
統
計

前
年
比

前
年
比

２０
１１
年
統
計

２０
１１
年
統
計

３２
８７
４

－
－

２
．８
４５
３

 ９
３５
３５

３９
３３
８

－
－

１
．２
６５
０

４９
７６
２９
０

１９
９９

３４
５７
３

－
－

２
．８
７８
４

 ９
９５
１５

３９
６９
６

－
－

１
．２
６７
１

５０
２９
９０
０

２０
００

３５
３４
８

－
－

２
．９
１０
０

１０
２８
６２

３９
２１
８

－
－

１
．２
６９
１

４９
７７
２０
０

２０
０１

３６
１９
７

１
．０
００
０

１
．０
００
０

２
．９
４０
１

１０
６４
２３

３８
６５
６

１
．０
００
０

１
．０
００
０

１
．２
７１
０

４９
１３
１２
０

２０
０２

３７
５２
５

１
．０
０９
９

１
．０
４７
０

２
．９
６９
３

１１
１４
２２

３８
５２
７

１
．０
０１
３

０
．９
９７
９

１
．２
７２
６

４９
０２
９４
０

２０
０３

３９
５８
３

１
．０
０９
７

１
．０
６５
１

２
．９
９８
２

１１
８６
７８

３９
１２
１

１
．０
００
９

１
．０
１６
４

１
．２
７３
８

４９
８３
２８
０

２０
０４

４１
７４
７

１
．０
０９
７

１
．０
６４
９

３
．０
２７
４

１２
６３
８４

３９
３６
７

１
．０
００
５

１
．０
０６
８

１
．２
７４
５

５０
１７
３４
０

２０
０５

４３
８３
０

１
．０
０９
８

１
．０
６０
２

３
．０
５７
０

１３
３９
８９

３９
８０
９

１
．０
００
０

１
．０
１１
２

１
．２
７４
５

５０
７３
６５
０

２０
０６

４５
５５
６

１
．０
０９
７

１
．０
４９
５

３
．０
８６
７

１４
０６
１８

４０
４６
５

０
．９
９９
６

１
．０
１６
１

１
．２
７４
０

５１
５５
２０
０

２０
０７

４６
１０
４

１
．０
０９
７

１
．０
２１
９

３
．１
１６
７

１４
３６
９１

３９
６２
４

０
．９
９９
１

０
．９
７８
４

１
．２
７２
９

５０
４３
７８
０

２０
０８

４４
８７
１

１
．０
０９
６

０
．９
８２
６

３
．１
４６
６

１４
１１
９１

３７
０３
５

０
．９
９９
０

０
．９
３３
７

１
．２
７１
６

４７
０９
３７
０

２０
０９

４６
１５
４

１
．０
０９
５

１
．０
３８
３

３
．１
７６
４

１４
６６
０４

３ ７
７３
３

０
．９
９８
７

１
．０
１７
６

１
．２
７０
０

４７
９２
１５
０

２０
１０

－
－

－
－

－
－

－
－

２０
１１

－
－

－
－

－
－

－
－

２０
１２

－
－

－
－

－
－

－
－

２０
１３

－
１
．０
０９
７

１
．０
３０
５

０
．９
９９
３

０
．９
９１
４

－
０６
－１
０
年

平
均
比
率

 出
所
：
IF
S
統
計
２０
１１
年
ye
ab
oo
k
よ
り
１９
９９
－
２０
１０
年
ま
で
の
統
計
を
採
用
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修道商学　第　５６　巻　第２号
表
Ⅰ
－６
－２
－１
．　
２０
１４
年
統
計
作
成
年
に
よ
る
日
米
の
G
D
P
と
人
口
お
よ
び
G
D
P
ph
の
推
移

米
国
G
D
Pp
h

米
国
人
口

米
国
総
G
D
P

米
国
人
口

米
国
G
D
P

日
本
G
D
Pp
h

日
本
人
口

日
本
G
D
P

日
本
人
口

日
本
G
D
P

２０
１４
年
統
計

前
年
比

前
年
比

２０
１４
年
統
計

２０
１４
年
統
計

２０
１４
年
統
計

前
年
比

前
年
比

２０
１４
年
統
計

２０
１４
年
統
計

１９
９９
２０
００
２０
０１

３７
８２
８

１
．０
００
０

１
．０
００
０

２
．９
０２
７

１０
９８
０２

３９
５３
６

１
．０
００
０

１
．０
００
０

１
．２
６２
５

４９
９１
４７
０

２０
０２

３９
３０
７

１
．０
０９
０

１
．０
４８
５

２
．９
２８
８

１１
５１
２３

３９
４２
９

１
．０
０２
１

０
．９
９９
４

１
．２
６５
２

４９
８８
５５
０

２０
０３

４１
５４
８

１
．０
０８
９

１
．０
６６
４

２
．９
５４
９

１２
２７
７０

３９
７３
５

１
．０
０２
０

１
．０
０９
８

１
．２
６７
７

５０
３７
２５
０

２０
０４

４３
９１
９

１
．０
０９
１

１
．０
６６
７

２
．９
８１
７

１３
０９
５４

３９
６８
４

１
．０
０１
７

１
．０
００
４

１
．２
６９
８

５０
３９
０３
０

２０
０５

４６
０４
９

１
．０
０９
３

１
．０
５８
２

３
．０
０９
４

１３
８５
７９

３９
８５
３

１
．０
０１
３

１
．０
０５
５

１
．２
７１
４

５０
６６
８７
０

２０
０６

４７
６６
６

１
．０
０９
５

１
．０
４４
９

３
．０
３７
９

１４
４８
０４

４０
３１
２

１
．０
００
９

１
．０
１２
４

１
．２
７２
５

５１
２９
７５
０

２０
０７

４８
００
２

１
．０
０９
４

１
．０
１６
６

３
．０
６６
６

１４
７２
０３

３９
３６
６

１
．０
００
６

０
．９
７７
１

１
．２
７３
２

５０
１２
０９
０

２０
０８

４６
５８
６

１
．０
０９
２

０
．９
７９
５

３
．０
９４
９

１４
４１
８０

３７
８７
９

１
．０
００
２

０
．９
６２
４

１
．２
７３
５

４８
２３
８４
０

２０
０９

４７
９０
５

１
．０
０８
９

１
．０
３７
５

３
．１
２２
５

１４
９５
８３

３７
８７
９

１
．０
００
０

１
．０
００
０

１
．２
７３
５

４８
２３
８４
０

２０
１０

４９
３２
８

１
．０
０８
５

１
．０
３８
５

３
．１
４９
１

１５
５３
３８

３７
０１
８

０
．９
９９
８

０
．９
７７
０

１
．２
７３
２

４７
１３
１１
０

２０
１１

５１
１６
２

１
．０
０８
３

１
．０
４５
８

３
．１
７５
１

１６
２４
４６

３７
２３
２

０
．９
９９
５

１
．０
０５
２

１
．２
７２
５

４７
３７
７７
０

２０
１２

５２
４９
１

１
．０
０８
０

１
．０
３４
２

３
．２
００
５

１６
７９
９７

３７
６２
５

０
．９
９９
１

１
．０
０９
７

１
．２
７１
４

４７
８３
６８
０

２０
１３

-
－

－
－

２０
１４

１
．０
０８
１

１
．０
３５
１

１
．０
０１
１

０
．９
９５
９

０９
－１
２
 年

平
均
比
率

１
．０
０９
３

１
．０
２７
３

１
．０
００
６

０
．９
９１
５

０６
－１
０
年

平
均
比
率

１
．０
３１
７

１
．０
０８
６

１
．０
４０
６

０
．９
９４
４

０
．９
９９
７

０
．９
９４
１

０２
－１
０
年
 

平
均
比
率

出
所
：
IF
S
統
計
２０
１４
 y
ea
bu
uk
よ
り
２０
０２
－
２０
１３
ま
で
の
統
計
を
採
用
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神田：GDP平価理論による通貨の基準値が為替を安定

表Ⅰ－６－１－２．　２０１１年統計作成年による円ドルの fxr，
GDPpp，fxr/GDPpp乖離率の推移

fxr/GDPppfxrGDPpp
２０１１年統計２０１１年統計２０１１年統計
０．９５１９１．１３９１１．１９６７１９９９
０．９３８６１．０７７７１．１４８２２０００
１．０９５４１．２１５３１．１０９５２００１
０．９７９２１．２５３９１．０６７９２００２
１．１２９１１．１５９３１．０２６７２００３
１．０９４７１．０８１９０．９８８３２００４
１．１６８８１．１０２２０．９４３０２００５
１．２８０５１．１６３００．９０８３２００６
１．３２５７１．１７７５０．８８８２２００７
１．２０２６１．０３３６０．８５９５２００８
１．１３３７０．９３５７０．８２５４２００９
１．０７３７０．８７７８０．８１７６２０１０
－－－２０１１
－－－２０１２
－－－２０１３

１．１５４２１．０８７２０．９２５０年平均 
乖離率

表Ⅰ－６－２－２．　２０１４年統計作成年による fxr，GDPpp，
fxr/GDPppの乖離率の推移

fxr/GDPppfxrGDPpp
２０１４年統計２０１４年統計２０１４年統計

－１９９９
－２０００
－２００１

１．１９９７１．２５３９１．０４５２２００２
１．１５５７１．１５９３１．００３１２００３
１．１３１３１．０８１９０．９５６４２００４
１．２１９８１．１０２２０．９０３６２００５
１．３４３８１．１６３００．８６５４２００６
１．３９２３１．１７７５０．８４５７２００７
１．２６０３１．０３３６０．８２０１２００８
１．１５０８０．９３５７０．８１３１２００９
１．１１０１０．８７７８０．７９０７２０１０
１．０６３５０．７９８１０．７５０４２０１１
１．０９６４０．７９７９０．７２７７２０１２
１．３６１６０．９７６００．７１６８２０１３
－－－２０１４

１．１０６３０．８５２４０．７７０５０９－１２年平均誤差
１．２５１５１．０３７５０．８２７００６－１０年平均誤差
－－０．９６３８０２－１０年平均誤差
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表Ⅰ－６－１－３．　２０１１年／２０１４年の統計作成年による日本の GDPと人口おの誤差の推移

日本人口日本 GDP日本人口日本 GDP日本人口日本 GDP
１１/１４誤差１１/１４誤差２０１４年統計２０１４年統計２０１１年統計２０１１年統計

－－－－１．２６５０４９７６２９０１９９９
－－－－１．２６７１５０２９９００２０００
－－－－１．２６９１４９７７２００２００１

 ０．００６７–０．０１５７１．２６２５４９９１４７０１．２７１０４９１３１２０２００２
 ０．００５８–０．０１７２１．２６５２４９８８５５０１．２７２６４９０２９４０２００３
 ０．００４８–０．０１０７１．２６７７５０３７２５０１．２７３８４９８３２８０２００４
 ０．００３７–０．００４３１．２６９８５０３９０３０１．２７４５５０１７３４０２００５
 ０．００２４ ０．００１３１．２７１４５０６６８７０１．２７４５５０７３６５０２００６
 ０．００１２ ０．００５０１．２７２５５１２９７５０１．２７４０５１５５２００２００７
–０．０００２ ０．００６３１．２７３２５０１２０９０１．２７２９５０４３７８０２００８
–０．００１５–０．０２３７１．２７３５４８２３８４０１．２７１６４７０９３７０２００９
–０．００２７–０．００６６１．２７３５４８２３８４０１．２７００４７９２１５０２０１０
ー－１．２７３２４７１３１１０－－２０１１
－－１．２７２５４７３７７７０－－２０１２
―－１．２７１４４７８３６８０－－２０１３

＋０．００２３
（＋０．２３％）

–０．００７３
（–０．７３％）

－
１１－１４年 
誤差率

出所：IFS統計２０１１年 yeabookより１９９９－２０１０年までの統計を採用
注：１１年 BB/１４年 BB誤差



183─ ─

神田：GDP平価理論による通貨の基準値が為替を安定

表Ⅰ－６－２－３．　２０１１年／２０１４年の統計作成年による米国の GDPと人口の誤差の推移

米国人口米国 GDP米国人口米国 GDP米国人口米国 GDP
１１/１４誤差１１/１４誤差２０１４年統計２０１４年統計２０１１年統計２０１１年統計

－－－－２．８４５３９３５３５１９９９
－－－－２．８７８４９９５１５２０００
－－－－２．９１００１０２８６２２００１

０．０１２９–０．０３０８２．９０２７１０９８０２２．９４０１１０６４２３２００２
０．０１３８–０．０３２１２．９２８８１１５１２３２．９６９３１１１４２２２００３
０．０１４７–０．０３３３２．９５４９１２２７７０２．９９８２１１８６７８２００４
０．０１５３–０．０３４９２．９８１７１３０９５４３．０２７４１２６３８４２００５
０．０１５８–０．０３３１３．００９４１３８５７９３．０５７０１３３９８９２００６
０．０１６１–０．０２８９３．０３７９１４４８０４３．０８６７１４０６１８２００７
０．０１６３–０．０２３９３．０６６６１４７２０３３．１１６７１４３６９１２００８
０．０１６７–０．０２０７３．０９４９１４４１８０３．１４６６１４１１９１２００９
０．０１７３–０．０１９９３．１２２５１４９５８３３．１７６４１４６６０４２０１０
－－３．１４９１１５５３３８－－２０１１
－－３．１７５１１６２４４６－－２０１２
－－３．２００５１６７９９７－－２０１３

＋０．０１５４
（＋１．５４％）

–０．０２８６
（–２．８６％）

１１－１４年 
誤差率

出所：IFS統計２０１４ yeabuukより２００２－２０１３までの統計を採用
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表Ⅱ－１．　英国の GDP，人口，GDPphおよびその前年比伸び率の推移

前年比米国
GDPph

前年比英国
GDPph

暦年同前年比英国 
総人口同前年比英国

GDP

１．００００１８７０１．００００２５５１９５０１．０００００．５０６２１．００００１２９．３
１．１３４７２１２２１．１２０４２８６１９５１０．９９８８０．５０５６１．１１９１１４４．７
１．０３３９２１９４１．０８０９３０９１９５２１．００３２０．５０７２１．０８４３１５６．９
１．０３７４２２７６１．０７４２３３２１９５３１．００２８０．５０８６１．０７７１１６９  
０．９８２２２２３６１．０３２３３４３１９５４１．０２１４０．５１９５１．０５４４１７８．２
１．０７０９２３９４１．０９２１３７５１９５５０．９８５６０．５１２ １．０７６３１９１．８
１．０３４８２４７８１．０７６９４０３１９５６１．００４１０．５１４１１．０８１３２０７．４
１．０３３７２５６１１．０５２９４２５１９５７１．００４３０．５１６３１．０５７４２１９．３
０．９９７０２５５４１．０３７３４４１１９５８１．００４１０．５１８４１．０４１５２２８．４
１．０６５８２７２２１．０４３５４６０１９５９１．００９１０．５２３１１．０５３０２４０．５
１．０２３９２７８７１．０５９５４８７１９６０１．０００８０．５２３５１．０６０３２５５  
１．０１６２２８３２１．０５８９５１６１９６１１．００８８０．５２８１１．０６８２２７２．４
１．０６０４３００３１．０３７９５３５１９６２１．００８７０．５３２７１．０４７０２８５．２
１．０４０１３１２４１．０５８５５６７１９６３１．００５１０．５３５４１．０６３８３０３．４
１．０５３４３２９０１．０８５７６１５１９６４１．００５８０．５３８５１．０９２０３３１．３
１．０６８９３５１７１．０６８３６５７１０６５１．００６１０．５４１８１．０７４９３５６．１
１．０８３１３８１０１．０６０３６９７１９６６１．００５９０．５４５ １．０６６６３７９．８
１．０４６０３９８５１．０５０６７３２１９６７１．００５５０．５４８ １．０５６３４０１．２
１．０７９９４３０３１．０７４９７８７１９６８１．００４６０．５５０５１．０７９８４３３．２
１．０６７６４５９４１．０６６６８３９１９６９１．００４００．５５２７１．０７０９４６３．９
１．０３８９４７７３１．０９６０９２０１９７０１．００２７０．５５４２１．０９８９５０９．８
１．１４２１５４５１１．１２１５１０３２１９７１１．００３４０．５５６１１．１２５３５７３．７
１．０８９６５９３９１．１１６５１１５２１９７２１．００３２０．５５７９１．１２０１６４２．６
１．１０８７６５８５１．１４８９１３２３１９７３１．００２２０．５５９１１．１５１４７３９．９
１．０６５９７０１９１．１２９６１４９５１９７４１．０００４０．５５９３１．１３００８３６．１
１．０７８７７５７１１．２６２７１８８８１９７５０．９９９３０．５５８９１．２６１８１０５５  
１．１０４８８３６５１．１８４１２２３５１９７６１．０００００．５５８９１．１８４１１２４９．２
１．１０２６９２２４１．１６５４２６０５１９７７０．９９９３０．５５８５１．１６４６１４５４．８
１．１１８３１０３１４１．１５３７３００５１９７８０．９９９８０．５５８４１．１５３５１６７８．１
１．１０５６１１４０３１．１７５６３５３３１９７９１．０００７０．５５８８１．１７６４１９７４．２
１．０７６４１２２７４１．１５８４４０９２１９８０１．００８１０．５６３３１．１６７７２３０５．３
１．１０９５１３６１８１．０９８２４４９４１９８１１．０００４０．５６３５１．０９８６２５３２．５
１．０３０８１４０３８１．０９４３４９１８１９８２０．９９９３０．５６３１１．０９３５２７６９．４
１．０７４７１５０８７１．０９２０５３７０１９８３１．０００７０．５６３５１．０９２７３０２６．２
１．１０２８１６６３８１．０６８１５７３６１９８４１．００２８０．５６５１１．０７１１３２４１．５
１．０６１８１７６６５１．０９３０６２６９１９８５１．００３００．５６６８１．０９６３３５５３．５
１．０４７３１８５０１１．０７１３６７１６１９８６１．００３００．５６８５１．０７４５３８１８．２
１．０５５６１９５２９１．０９５５７３５８１９８７１．００２８０．５７０１１．０９８６４１９４．６
１．０６７４２０８４５１．１１２２８１８３１９８８１．００２６０．５７１６１．１１５１４６７７．６



185─ ─

神田：GDP平価理論による通貨の基準値が為替を安定

１．０６４６２２１９３１．０９３５８９４８１９８９１．００３５０．５７３６１．０９７３５１３２．８
１．０４６２２３２１７１．０７９９９６６３１９９０１．００３５０．５７５６１．０８３７５５６２．２
０．９９７８２３１６６１．０４６４１０１１１１９９１１．００４３０．５７８１１．０５０９５８４５．４
１．０４４３２４１９３１．０３６８１０４８４１９９２１．００３５０．５８０１１．０４０４６０８１．７
１．０３９７２５１５４１．０４８０１０９８７１９９３１．００３１０．５８１９１．０５１３６３９３．６
１．０５０４２６４２２１．０５６２１１６０５１９９４１．００３４０．５８３９１．０５９８６７７５．９
１．０３７６２７４１４１．０４９７１２１８２１９９５１．００３８０．５８６１１．０５３７７１３９．８
１．０４４３２８６２８１．０５５５１２８５８１９９６１．００３２０．５８８ １．０５８９７５６０．６
１．０５０８３００８３１．０６１５１３６４９１９９７１．００３６０．５９０１１．０６５３８０５４  
１．０３９９３１２８５１．０５３３１４３７６１９９８１．００３９０．５９２４１．０５７４８５１６．５
１．０５０８３２８７４１．１００５１５８２２１９９９０．９９０９０．５８７０１．０９０５９２８７．３
１．０７１６３５２２７１．０４７７１６５７７２０００１．００３６０．５８９１１．０５１５９７６５．３
１．０１５６３５７７４１．０４２３１７２７８２００１１．００３９０．５９１４１．０４６４１０２１８．３
１．０２４９３６６６３１．０４８２１８１１０２００２１．００４２０．５９３９１．０５２６１０７５５．６
１．０３７６３８０４４１．１０１７１９９５２２００３１．００４７０．５９６７１．１０６９１１９０５．３
１．０５４４４０１１４１．０４９２２０９３４１２５５１．９１．００４９０．５９９６１．０５４３１２５５１．９
１．０５５４４２３３５１．０５１７２２０１６２００５１．００５００．６０２６１．０５６９１３２６６．６
１．０５００４４４５１１．０５２５２３１７２２００６１．００５３０．６０５８１．０５８１１４０３７．３
１．０２２０４５４３１１．０４９５２４３１８２００７１．００５３０．６０９０１．０５５０１４８０９．６
１．０２５８４６６０４１．０１９９２４８０２２００８１．００５４０．６１２３１．０２５４１５１８６．３
０．９６８８４５１５１０．９７０６２４０７２２００９１．００５６０．６１５７０．９７６０１４８２１．４
１．０６１４４７９２４１．０４３０２５１０７２０１０１．００８１０．６２０７１．０５１４１５５８３．７
１．０２８２４９２７７１．０３２１２５９１２２０１１１．００５８０．６２４３１．０３８１１６１７６．８
１．０３３１５０９０６１．０１７６２６３６８２０１２１．００５６０．６２７８１．０２３３１６５５３．８
１．０２９２５２３９２１．０２９０２７１３２２０１３１．００５７０．６３１４１．０３４９１７１３１．２
１．０３０７５３９９９１．０４００２８２１７２０１４１．００５５０．６３４９１．０４５７１７９１４．９
－－－２０１５－－－

　
５２－１２ 
平均比率

－０．５６５５

　
７３－１２ 
平均比率

－０．５８２８

７３－８５ 
平均比率

－０．５６１３

　
８６－９８ 
平均比率

－０．５８００

　
９９－１２ 
平均比率

－０．６０５４

出所：① IFS統計 yearbook１９７９版より１９５０－１９７０年までの統計を採用
　　　② IFS統計 yearbook ２００１版より１９７１－１９９８年までの統計を採用
　　　③ IFS統計２０１１年 yeabookより１９９９－２００９年までの統計を採用
　　　④ IFS統計２０１４ yeabuukより２０１０－２０１３までの統計を採用
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表Ⅱ－２．　英国の GDPpp，fxr 並びにその前年比および fxr/GDPppの乖離率の推移

（$/£）
GDPpp

（$/£）fxr（£/$）
fxr/GDPpp

前年比
乖離率（£/$）fxr前年比

乖離率
（£/$）
GDPpp

７．３２２３２．８０００２．６１５１０．３５７１０．１３６６１９５０
７．４１５５２．８０００２．６４８４０．３５７１０．１３４９１９５１
７．０９３１２．８０００２．５３３３１．０００００．３５７１１．０００００．１４１０１９５２
６．８５０１２．８０００２．４４６５１．０００００．３５７１１．０３５５０．１４６０１９５３
６．５１７９２．８０００２．３２７８１．０００００．３５７１１．０５１００．１５３４１９５４
６．３９１７２．８０００２．２８２７１．０００００．３５７１１．０１９７０．１５６５１９５５
６．１４１９２．８０００２．１９３５１．０００００．３５７１１．０４０７０．１６２８１９５６
６．０３０２２．８０００２．１５３６１．０００００．３５７１１．０１８５０．１６５８１９５７
５．７９６３２．８０００２．０７０１１．０００００．３５７１１．０４０４０．１７２５１９５８
５．９１９８２．８０００２．１１４２１．０００００．３５７１０．９７９１０．１６８９１９５９
５．７２０９２．８０００２．０４３２１．０００００．３５７１１．０３４８０．１７４８１９６０
５．４９０３２．８０００１．９６０８１．０００００．３５７１１．０４２００．１８２１１９６１
５．６０９２２．８０００２．００３３１．０００００．３５７１０．９７８８０．１７８３１９６２
５．５１２０２．８０００１．９６８６１．０００００．３５７１１．０１７６０．１８１４１９６３
５．３４８３２．８０００１．９１０１１．０００００．３５７１１．０３０６０．１８７０１９６４
５．３５１４２．８０００１．９１１２１．０００００．３５７１０．９９９４０．１８６９１０６５
５．４６６５２．８０００１．９５２３１．０００００．３５７１０．９７８９０．１８２９１９６６
５．４４２７２．７６６７１．９６７２１．０１２００．３６１４１．００４４０．１８３７１９６７
５．４６８４２．４０００２．２７８５１．１５２８０．４１６７０．９９５３０．１８２９１９６８
５．４７３３２．４０００２．２８０５１．０００００．４１６７０．９９９１０．１８２７１９６９
５．１８８２２．４２８０２．１３６８０．９８８５０．４１１９１．０５５００．１９２７１９７０
５．２８３６２．４３４４２．１７０４０．９９７４０．４１０８０．９８１９０．１８９３１９７１
５．１５６４２．５０８１２．０５５９０．９７０６０．３９８７１．０２４７０．１９３９１９７２
４．９７５７２．４５２２２．０２９１１．０２２８０．４０７８１．０３６３０．２０１０１９７３
４．６９５２２．３３９０２．００７４１．０４８４０．４２７５１．０５９７０．２１３０１９７４
４．０１１１２．２２１８１．８０５３１．０５２８０．４５０１１．１７０６０．２４９３１９７５
３．７４２５１．８０６２２．０７２１１．２３０１０．５５３６１．０７１７０．２６７２１９７６
３．５４０９１．７４５５２．０２８６１．０３４８０．５７２９１．０５６９０．２８２４１９７７
３．４３２２１．９１９５１．７８８１０．９０９４０．５２１０１．０３１７０．２９１４１９７８
３．２２７７２．１２１６１．５２１３０．９０４７０．４７１３１．０６３４０．３０９８１９７９
２．９９９２２．３２６３１．２８９３０．９１２００．４２９９１．０７６２０．３３３４１９８０
３．０３０１２．０２７９１．４９４２１．１４７１０．４９３１０．９８９８０．３３００１９８１
２．８５４３１．７５０５１．６３０６１．１５８５０．５７１３１．０６１６０．３５０３１９８２
２．８０９３１．５１７０１．８５１９１．１５３９０．６５９２１．０１６００．３５６０１９８３
２．９００５１．３３６３２．１７０６１．１３５２０．７４８３０．９６８６０．３４４８１９８４
２．８１７７１．２９６３２．１７３６１．０３０９０．７７１４１．０２９４０．３５４９１９８５
２．７５４７１．４６７０１．８７７８０．８８３６０．６８１７１．０２２９０．３６３０１９８６
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２．６５４３１．６３８９１．６１９６０．８９５１０．６１０２１．０３７８０．３７６７１９８７
２．５４７３１．７８１４１．４２９９０．９２０００．５６１４１．０４２００．３９２６１９８８
２．４８０１１．６３９７１．５１２５１．０８６４０．６０９９１．０２７１０．４０３２１９８９
２．４０２６１．７８４７１．３４６２０．９１８８０．５６０３１．０３２２０．４１６２１９９０
２．２９１１１．７６９４１．２９４９１．００８６０．５６５２１．０４８７０．４３６５１９９１
２．３０７６１．７６５５１．３０７１１．００２２０．５６６４０．９９２９０．４３３３１９９２
２．２８９３１．５０２０１．５２４２１．１７５４０．６６５８１．００８００．４３６８１９９３
２．２７６８１．５３１６１．４８６６０．９８０７０．６５２９１．００５５０．４３９２１９９４
２．２５０４１．５７８５１．４２５７０．９７０３０．６３３５１．０１１７０．４４４４１９９５
２．２２６５１．５６１７１．４２５７１．０１０８０．６４０３１．０１０８０．４４９１１９９６
２．２０４１１．６３７７１．３４５９０．９５３６０．６１０６１．０１０１０．４５３７１９９７
２．１７６１１．６５６４１．３１３８０．９８８７０．６０３７１．０１２９０．４５９５１９９８
２．０７７８１．６１８２１．２８４０１．０２３６０．６１８０１．０４７３０．４８１３１９９９
２．１２５１１．５１６１１．４０１７１．０６７３０．６５９６０．９７７７０．４７０６２０００
２．０７０５１．４４０１１．４３７７１．０５２８０．６９４４１．０２６４０．４８３０２００１
２．０２４５１．５０１３１．３４８５０．９５９２０．６６６１１．０２２７０．４９４０２００２
１．９０６８１．６３４４１．１６６６０．９１８６０．６１１８１．０６１７０．５２４４２００３
１．９１６２１．８３１８１．０４６１０．８９２２０．５４５９０．９９５１０．５２１９２００４
１．９２３０１．８２０４１．０５６３１．００６３０．５４９３０．９９６５０．５２００２００５
１．９１８４１．８４２６１．０４１１０．９８８００．５４２７１．００２４０．５２１３２００６
１．８６８２２．００１７０．９３３３０．９２０５０．４９９６１．０２６８０．５３５３２００７
１．８７９０１．８５３２１．０１３９１．０８０１０．５３９６０．９９４２０．５３２２２００８
１．８７５６１．５６４５１．１９８９１．１８４５０．６３９２１．００１８０．５３３２２００９
１．９０８８１．５４６１１．２３４６１．０１１９０．６４６８０．９８２６０．５２３９２０１０
１．９０１７１．６０３６１．１８５９０．９６４１０．６２３６１．００３７０．５２５８２０１１
１．９３０６１．５８５３１．２１７８１．０１１５０．６３０８０．９８５００．５１８０２０１２
１．９３１０１．５６４５１．２３４３１．０１３３０．６３９２０．９９９８０．５１７９２０１３
１．９１３７１．６４７４１．１６１６０．９４９７０．６０７０１．００９００．５２２５２０１４

－－－－－－２０１５

１．７０６５５２－１２平均
乖離率

１．４８３５７３－１２平均
乖離率

１．８３５５７３－８５平均
乖離率

１．４５４６８６－９８平均
乖離率

１．１８３３９９－１２平均
乖離率

１．１３２５０６－１３平均
乖離率
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（¥/$）fxr/ 
GDPpp

（£/$）fxr/ 
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１．００００４．０１０５２．６１５１１９５０
１．００００３．７６４６２．６４８４１９５１
１．００００３．４３２４１．１８６２２．５３３３１９５２
１．００００３．３４１４１．２６８９２．４４６５１９５３
１．００００３．０７８９１．４１４４２．３２７８１９５４
１．００００２．９１２９１．４３８９２．２８２７１９５５
１．００００２．７７１６１．３９３７２．１９３５１９５６
１．００００２．６６７０１．６９９９２．１５３６１９５７
１．００００２．５１８１１．７６７６２．０７０１１９５８
１．００００２．５０５４１．８３３７２．１１４２１９５９
１．００００２．１４２１２．１２８５２．０４３２１９６０
１．００００１．９３５７２．５６５３１．９６０８１９６１
１．００００１．８９１９２．６５８５２．００３３１９６２
１．００００１．８７６６２．９２１６１．９６８６１９６３
１．００００１．８１６３３．２４４８１．９１０１１９６４
１．００００１．７９５９３．３２９３１．９１１２１０６５
１．００００１．８４５９３．５４７７１．９５２３１９６６
１．００００１．９１０７３．５１６５１．９６７２１９６７
１．００００１．９１３１２．９９４２２．２７８５１９６８
１．００００１．７６２５２．７６１９２．２８０５１９６９
１．００００１．５６２２２．４３３８２．１３６８１９７０
１．００００１．５６４２２．４８７４２．１７０４１９７１
１．００００１．４１９２２．０８８３２．０５５９１９７２
１．００００１．１８８８１．７２８７２．０２９１１９７３
１．００００１．１４３９１．６８２３２．００７４１９７４
１．００００１．１２０７１．６９０３１．８０５３１９７５
１．００００１．１５９４１．６７７６２．０７２１１９７６
１．００００１．１０１３１．５１９２２．０２８６１９７７
１．０００００．９９００１．２２０１１．７８８１１９７８
１．０００００．９２４９１．３０６９１．５２１３１９７９
１．０００００．９３３４１．３３６５１．２８９３１９８０
１．００００１．２３５９１．３５３８１．４９４２１９８１
１．００００１．３２２３１．５１１７１．６３０６１９８２
１．００００１．４１８３１．４９７１１．８５１９１９８３
１．００００１．６５４５１．５５６６２．１７０６１９８４
１．００００１．７３６５１．５６３０２．１７３６１９８５
１．００００１．２７１４１．１１１０１．８７７８１９８６
１．００００１．０７６９０．９６９２１．６１９６１９８７
１．００００１．０７３６０．８５８１１．４２９９１９８８

１．００００１．４７６４０．９１９９１．５１２５１９８９
１．００００１．２２４５０．９３９３１．３４６２１９９０
１．００００１．０４６６０．８２４５１．２９４９１９９１
１．０００００．９６４８０．７９１３１．３０７１１９９２
１．００００１．０４３６０．７１７２１．５２４２１９９３
１．００００１．０２８５０．６８７０１．４８６６１９９４
１．０００００．９１０６０．６５００１．４２５７１９９５
１．０００００．９８３９０．７６７１１．４２５７１９９６
１．００００１．１６７５０．８７９８１．３４５９１９９７
１．００００１．１９３２１．０２４４１．３１３８１９９８
１．００００１．４３６００．９８７６１．３３３６１９９９
１．００００１．６９６５０．９３６１１．４０１１２０００
１．００００１．７４４５１．０８２７１．４３７１２００１
１．００００１．６５３１１．１６０９１．３４２０２００２
１．００００１．３９８６１．１１５６１．２０９３２００３
１．００００１．２９８９１．０８８２１．０８２９２００４
１．００００１．３２８５１．１８０７１．０９８２２００５
１．００００１．２８６８１．３００４１．０８３７２００６
１．００００１．１８４３１．３２８６０．９６９１２００７
１．００００１．１１８９１．２２３４１．０５１９２００８
１．００００１．２２１７１．１４２０１．２５６３２００９
１．００００１．３０２０１．１１０６１．２３４６２０１０
１．００００１．２５０６１．０６２４１．１８５９２０１１
１．００００１．３９１９１．０９０９１．２１７８２０１２
１．００００１．３９１９１．３５９１１．２３４１２０１３
－－－－２０１４
－－－－２０１５

１．００００２．２２２１２．３１８１２．１３１５
５２－７２平均
乖離率

１．００００１．２４２６１．１６４８１．４９１９
７３－１２平均
乖離率

１．００００１．２２５４１．５１１０１．８３５５
７３－８５平均
乖離率

１．００００１．１１２４０．８５６８１．４５４６
８６－９８平均
乖離率

１．００００１．３７９４１．１２９３１．２０７４
９９－１２平均
乖離率

１．００００１．２５０９１．１７９７１．１４２８
０６－１３平均
乖離率

表Ⅱ－３．　ドルを基準値１としたポンド，ユーロ，円の fxr/GDPpp乖離率の推移
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表Ⅲ－１．　１９５０－１９９８ドイツ，１９９９－２０１３年ユーロ経済圏の GDP，人口，GDPph
の推移

米国
GDPph

前年比率
dm・
€GDPph

前年比率人口前年比率
dm・
€GDP

１８７０１．００００１９５６１．０００００．４９９９１．００００９７８１９５０
２１２２１．２０８８２３６５１．０１０８０．５０５３１．２２１９１１９５１９５１
２１９４１．１３５３２６８５１．００６１０．５０８４１．１４２３１３６５１９５２
２２７６１．０６５６２８６１１．０１０６０．５１３８１．０７６９１４７０１９５３
２２３６１．０６６０３０５０１．００９５０．５１８７１．０７６２１５８２１９５４
２３９４１．１３１９３４５２１．００９６０．５２３７１．１４２９１８０８１９５５
２４７８１．０８７６３７５５１．０１２００．５３  １．１００７１９９０１９５６
２５６１１．０７４３４０３４１．０１２３０．５３６５１．０８７４２１６４１９５７
２５５４１．０５６０４２５９１．０１１７０．５４２８１．０６８４２３１２１９５８
２７２２１．０７１２４５６３１．０１１１０．５４８８１．０８３０２５０４１９５９
２７８７１．１９７５５４６４１．００９８０．５５４２１．２０９３３０２８１９６０
２８３２１．０８００５９０１１．０１４６０．５６２３１．０９５８３３１８１９６１
３００３１．０７６０６３４９１．０１０８０．５６８４１．０８７７３６０９１９６２
３１２４１．０４８６６６５８１．０１０７０．５７４５１．０５９９３８２５１９６３
３２９０１．０８８４７２４７１．００９６０．５８  １．０９８８４２０３１９６４
３５１７１．０８１０７８３４１．０１０９０．５８６３１．０９２８４５９３１９６５
３８１０１．０５３８８２５５１．００８９０．５９１５１．０６３１４８８３１９６６
３９８５１．０１０５８３４２１．００２２０．５９２８１．０１２７４９４５１９６７
４３０３１．０７８６８９９７１．００２９０．５９４５１．０８１７５３４９１９６８
４５９４１．１４２４１０２７８１．００９４０．６００１１．１５３１６１６８１９６９
４７７３１．０８７８１１１８１１．０１１７０．６０７１１．１００５６７８８１９７０
５４５１１．０９３１１２２２２１．００９６０．６１２９１．１０３６７４９１１９７１
５９３９１．０９１７１３３４４１．００６２０．６１６７１．０９８５８２２９１９７２
６５８５１．１０９４１４８０４１．００４９０．６１９７１．１１４８９１７４１９７３
７０１９１．０７２６１５８７８１．００１１０．６２０４１．０７３８９８５１１９７４
７５７１１．０４６８１６６２１０．９９６６０．６１８３１．０４３２１０２７７１９７５
８３６５１．０９３０１８１６８０．９９４８０．６１５１１．０８７４１１１７５１９７６
９２２４１．０７０５１９４５００．９９８２０．６１４ １．０６８６１１９４２１９７７
１０３１４１．０７５９２０９２６０．９９８５０．６１３１１．０７４４１２８３０１９７８
１１４０３１．０７９９２２５９８１．００２１０．６１４４１．０８２２１３８８４１９７９
１２２７４１．０５７８２３９０３１．００１６０．６１５４１．０５９５１４７１０１９８０
１３６１８１．０４１８２４９０３１．００１９０．６１６６１．０４３８１５３５５１９８１
１４０３８１．０３４５２５７６１０．９９９００．６１６ １．０３３５１５８６９１９８２
１５０８７１．０５４３２７１６００．９９６４０．６１３８１．０５０５１６６７１１９８３
１６６３８１．０５３７２８６１９０．９９５９０．６１１３１．０４９４１７４９５１９８４
１７６６５１．０４６５２９９４９０．９９７４０．６０９７１．０４３７１８２６０１９８５
１８５０１１．０５５１３１６００１．０００７０．６１０１１．０５５８１９２７９１９８６
１９５２９１．０３１５３２５９５１．００１３０．６１０９１．０３２８１９９１２１９８７
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２０８４５１．０４６１３４０９８１．００５４０．６１４２１．０５１８２０９４３１９８８
２２１９３０．８２８８２８２６０１．２８１００．７８６８１．０６１７２２２３５１９８９
２３２１７１．０８４０３０６３５１．００８６０．７９３６１．０９３４２４３１２１９９０
２３１６６１．１９９１３６７３４１．００７８０．７９９８１．２０８５２９３８０１９９１
２４１９３１．０６６１３９１６１１．００７４０．８０５７１．０７３９３１５５２１９９２
２５１５４１．０１７６３９８５０１．００７７０．８１１９１．０２５４３２３５４１９９３
２６４２２１．０４６２４１６９０１．００２８０．８１４２１．０４９１３３９４４１９９４
２７４１４１．０３４８４３１４２１．００２９０．８１６６１．０３７９３５２３０１９９５
２８６２８１．０１４９４３７８５１．００２９０．８１９ １．０１７９３５８６０１９９６
３００８３１．０２０５４４６８２１．００２００．８２０６１．０２２５３６６６６１９９７
３１２８５１．０３２６４６１３８０．９９９５０．８２０２１．０３２１３７８４２１９９８
３２８７４１．００００２１４８８１．００００２．９１３６１．００００６２６０６１９９９
３５２２７１．０４８９２２５３８１．００３４２．９２３５１．０５２５６５８９０２０００
３５７７４１．０１６８２２９１７１．０４７７３．０６３ １．０６５３７０１９５２００１
３６６６３１．０２８４２３５６７１．００５８３．０８０７１．０３４３７２６０４２００２
３８０４４１．０２２６２４１０１１．００６３３．１   １．０２９０７４７１２２００３
４０１１４１．０３２１２４８７４１．００６４３．１１９７１．０３８７７７６００２００４
４２３３５１．０３０２２５６２５１．００６２３．１３８９１．０３６５８０４３３２００５
４４４５１１．０７４５２７５３５０．９７８８３．０７２４１．０５１８８４５９７２００６
４５４３１１．０１７９２８０２７１．０３８５３．１９０７１．０５７１８９４２５２００７
４６６０４１．０１４６２８４３６１．００９２３．２１９９１．０２３９９１５６０２００８
４５１５１０．９３５５２６６０２１．０３９６３．３４７４０．９７２６８９０４９２００９
４７９２４１．０４４６２７７８９０．９８３１３．２９０９１．０２７０９１４５２２０１０
４９２７７１．０２００２８３４６１．００９８３．３２３１１．０３００９４１９７２０１１
５０９０６１．００４２２８４６５１．００２６３．３３１９１．００６８９４８４１２０１２
５２３９２１．００５７２８６２８１．００４４３．３４６４１．０１０１９５８０１２０１３
－－－－－１．０３０４－２０１４
－－－－－－－２０１５

１．０１０８１．０６６４
５２－１２ 
平均比率

１．０１１４１．０５０３
７３－１２ 
平均比率

０．９９９１１．０６３５
７３－８５ 
平均比率

１．０２５４１．０５８７
８６－９８ 
平均比率

１．００９８１．０３０４
９９－１２ 
平均比率

１．００８８１．０１８２
０６－１３ 
平均比率

出所：① IFS統計 yearbook １９７９版より１９５０－１９７０年までの統計を採用
　　　② IFS統計 yearbook ２００１版より１９７１－１９９８年までの統計を採用
　　　③ IFS統計２０１１年 yeabookより１９９９－２０１年までの統計を採用
　　　④ IFS統計２０１４ yeabuukより２００２－２０１３までの統計を採用
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表Ⅲ－２．　１９５０－１９９８ドイツ，１９９９－２０１３年ユーロ経済圏の fxr，GDPppおよびそ
の CRSrの推移

（mr・€/$）fxr/ 
GDPpp

（$/mr・€）fxr（mr・€/$）fxr（$/mr・€）GDPpp（mr・€/$）GDPpp

４．０１０５０．２３８４４．１９５００．９５６０１．０４６０１９５０
３．７６４６０．２３８４４．１９５００．８９７４１．１１４３１９５１
３．４３２４０．２３８１４．２００００．８１７２１．２２３６１９５２
３．３４１４０．２３８１４．２００００．７９５６１．２５６９１９５３
３．０７８９０．２３８１４．２００００．７３３１１．３６４１１９５４
２．９１２９０．２３８１４．２００００．６９３６１．４４１９１９５５
２．７７１６０．２３８１４．２００００．６５９９１．５１５３１９５６
２．６６７００．２３８１４．２００００．６３５０１．５７４８１９５７
２．５１８１０．２３８１４．２００００．５９９６１．６６７９１９５８
２．５０５４０．２３８１４．２００００．５９６５１．６７６４１９５９
２．１４２１０．２３８１４．２００００．５１００１．９６０６１９６０
１．９３５７０．２４７９４．０３３３０．４７９９２．０８３６１９６１
１．８９１９０．２５００４．０００００．４７３０２．１１４３１９６２
１．８７６６０．２５００４．０００００．４６９１２．１３１５１９６３
１．８１６３０．２５００４．０００００．４５４１２．２０２３１９６４
１．７９５９０．２５００４．０００００．４４９０２．２２７３１９６５
１．８４５９０．２５００４．０００００．４６１５２．１６７０１９６６
１．９１０７０．２５００４．０００００．４７７７２．０９３４１９６７
１．９１３１０．２５００４．０００００．４７８３２．０９０９１９６８
１．７６２５０．２５３６３．９４３３０．４４７０２．２３７４１９６９
１．５６２２０．２７３２３．６６０００．４２６８２．３４２８１９７０
１．５６４２０．２８５１３．５０７４０．４４６０２．２４２３１９７１
１．４１９２０．３１３６３．１８８６０．４４５１２．２４６７１９７２
１．１８８８０．３７４２２．６７２６０．４４４８２．２４８２１９７３
１．１４３９０．３８６４２．５８７８０．４４２０２．２６２２１９７４
１．１２０７０．４０６５２．４６０３０．４５５５２．１９５３１９７５
１．１５９４０．３９７１２．５１８００．４６０４２．１７１９１９７６
１．１０１３０．４３０６２．３２２２０．４７４２２．１０８７１９７７
０．９９０００．４９７９２．００８６０．４９２９２．０２８８１９７８
０．９２４９０．５４５６１．８３２９０．５０４６１．９８１７１９７９
０．９３３４０．５５０１１．８１７７０．５１３５１．９４７４１９８０
１．２３５９０．４４２５２．２６０００．５４６８１．８２８７１９８１
１．３２２３０．４１２１２．４２６６０．５４４９１．８３５１１９８２
１．４１８３０．３９１７２．５５３３０．５５５５１．８００２１９８３
１．６５４５０．３５１４２．８４５９０．５８１４１．７２０１１９８４
１．７３６５０．３３９７２．９４４００．５８９８１．６９５４１９８５
１．２７１４０．４６０５２．１７１５０．５８５５１．７０８０１９８６
１．０７６９０．５５６４１．７９７４０．５９９２１．６６９０１９８７
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１．０７３６０．５６９４１．７５６２０．６１１３１．６３５８１９８８
１．４７６４０．５３１９１．８８０００．７８５３１．２７３４１９８９
１．２２４５０．６１８９１．６１５７０．７５７９１．３１９５１９９０
１．０４６６０．６０２６１．６５９５０．６３０６１．５８５７１９９１
０．９６４８０．６４０３１．５６１７０．６１７８１．６１８７１９９２
１．０４３６０．６０４９１．６５３３０．６３１２１．５８４３１９９３
１．０２８５０．６１６２１．６２２８０．６３３８１．５７７９１９９４
０．９１０６０．６９７８１．４３３１０．６３５４１．５７３７１９９５
０．９８３９０．６６４５１．５０４８０．６５３８１．５２９４１９９６
１．１６７５０．５７６７１．７３４１０．６７３３１．４８５３１９９７
１．１９３２０．５６８３１．７５９７０．６７８１１．４７４８１９９８
１．４３６０１．０６５４０．９３８６１．５２９９０．６５３６１９９９
１．６９６５０．９２１３１．０８５４１．５６３００．６３９８２０００
１．７４４５０．８９４９１．１１７５１．５７１８０．６４０６２００１
１．６５３１０．９４１１１．０６２６１．６１５１０．６４２８２００２
１．３９８６１．１２８７０．８８６０１．６３９９０．６３３５２００３
１．２９８９１．２４１６０．８０５４１．６７８４０．６２０１２００４
１．３２８５１．２４３６０．８０４１１．６８８１０．６０５３２００５
１．２８６８１．２５４５０．７９７１１．６４６４０．６１９４２００６
１．１８４３１．３６８７０．７３０６１．６７３８０．６１６９２００７
１．１１８９１．４６４８０．６８２７１．６６０９０．６１０２２００８
１．２２１７１．３８９３０．７１９８１．７５１２０．５８９２２００９
１．３０２０１．３２４５０．７５５０１．７２３９０．５７９９２０１０
１．２５０６１．３９０００．７１９４１．７４０２０．５７５２２０１１
１．３９１９１．２８４９０．７７８３１．７９７４０．５５９２２０１２
１．３７８４１．３２７７０．７５３２１．７９７４０．５４６４２０１３
－１．３２６８０．７５３７－－２０１４
－－－－－２０１５

１．５７９８５２－１２平均乖離率
１．１６８９７３－１２平均乖離率
１．２２５４７３－８５平均乖離率
１．１１２４８６－９８平均乖離率
１．３７９４９９－１２平均乖離率
１．２５０９０６－１３平均乖離率
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表Ⅲ－３．　１９５０－１９９８ドイツ，１９９９－２０１３年ユーロ経済圏の fxr，GDPppおよび
fxr/GDPppの推移

fxr/GDP-
pp

前年比
GDPpp

前年比 fxr

１．００００１．００００１．００００１９５０
０．９３８７１．０６５３１．００００１９５１
０．９１１８１．０９８１１．００１２１９５２
０．９７３５１．０２７２１．００００１９５３
０．９２１４１．０８５３１．００００１９５４
０．９４６１１．０５７０１．００００１９５５
０．９５１５１．０５１０１．００００１９５６
０．９６２３１．０３９２１．００００１９５７
０．９４４２１．０５９１１．００００１９５８
０．９９４９１．００５１１．００００１９５９
０．８５５０１．１６９６１．００００１９６０
０．９０３６１．０６２７０．９６０３１９６１
０．９７７４１．０１４７０．９９１７１９６２
０．９９１９１．００８２１．００００１９６３
０．９６７９１．０３３２１．００００１９６４
０．９８８８１．０１１３１．００００１９６５
１．０２７８０．９７２９１．００００１９６６
１．０３５１０．９６６１１．００００１９６７
１．００１２０．９９８８１．００００１９６８
０．９２１３１．０７０１０．９８５８１９６９
０．８８６４１．０４７１０．９２８２１９７０
１．００１３０．９５７１０．９５８３１９７１
０．９０７３１．００２００．９０９１１９７２
０．８３７６１．０００７０．８３８２１９７３
０．９６２３１．００６２０．９６８３１９７４
０．９７９７０．９７０４０．９５０７１９７５
１．０３４５０．９８９３１．０２３５１９７６
０．９４９９０．９７０９０．９２２２１９７７
０．８９９００．９６２１０．８６５０１９７８
０．９３４２０．９７６８０．９１２５１９７９
１．００９２０．９８２７０．９９１７１９８０
１．３２４１０．９３９０１．２４３３１９８１
１．０６９９１．００３５１．０７３７１９８２
１．０７２６０．９８１０１．０５２２１９８３
１．１６６５０．９５５５１．１１４６１９８４
１．０４９６０．９８５６１．０３４５１９８５
０．７３２２１．００７４０．７３７６１９８６
０．８４７００．９７７２０．８２７７１９８７

０．９９６９０．９８０１０．９７７１１９８８
１．３７５１０．７７８５１．０７０５１９８９
０．８２９４１．０３６２０．８５９４１９９０
０．８５４７１．２０１７１．０２７１１９９１
０．９２１９１．０２０８０．９４１１１９９２
１．０８１７０．９７８７１．０５８７１９９３
０．９８５５０．９９６００．９８１６１９９４
０．８８５４０．９９７４０．８８３１１９９５
１．０８０４０．９７１９１．０５００１９９６
１．１８６６０．９７１１１．１５２４１９９７
１．０２２００．９９２９１．０１４８１９９８
１．２０３４０．４４３２０．５３３４１９９９
１．１８１４０．９７８８１．１５６４２０００
１．０２８３１．００１２１．０２９６２００１
０．９４７６１．００３４０．９５０９２００２
０．８４６００．９８５５０．８３３８２００３
０．９２８７０．９７８８０．９０９０２００４
１．０２２８０．９７６１０．９９８４２００５
０．９６８７１．０２３４０．９９１３２００６
０．９２０３０．９９５９０．９１６６２００７
０．９４４８０．９８９１０．９３４４２００８
１．０９１９０．９６５６１．０５４３２００９
１．０６５８０．９８４２１．０４８９２０１０
０．９６０５０．９９２００．９５２８２０１１
１．１１３００．９７２０１．０８１９２０１２
０．９６７８０．９７７２０．９６７８２０１３
－－－２０１４
－－－２０１５

０．９８９２０．９９５６２０．９７９３
５２－１２年均
乖離率

１．００７８０．９７３１０．９７４１
７３－１２平均
乖離率

１．０２２２０．９７８８０．９９９３
７３－８５平均
乖離率

０．９８４５０．９９３１０．９６７８
８６－９８平均
乖離率

１．０１５９０．９４９２０．９５６６
９９－１２平均
乖離率

１．００９３０．９８８９０．９９７２
０６－１３平均
乖離率
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表Ⅳ－１．　米国の GDPphおよび中国の GDP・人口・GDPph・の推移
単位：GDP億元，人口億人

中国ドル換算
$GDPph米国 GDPph中国 GDPph前年比中国人口前年比中国 GDP

２２５１０３１４３７９１９７８１．００００ ９．６２５９１．００００３，６４５  
２６８１１４０３４１６１９７９１．０１３３９．７５４２１．１１４５４０６２．６
３３１１２２７４４９５１９８０１．０１１９９．８７０５１．２０３６４８８９．６
２８７１３６２０４８９１９８１１．０１３８１０．００７２１．０００４４８９１．６
２７７１４０３８５２４１９８２１．０１５８１０．１６５４１．０８８３５３２３．４
２９３１５０８７５７９１９８３１．０１３３１０．３００８１．１２０１５９６２．７
２９８１６６３８６９１１９８４１．０１３１１０．４３５７１．２０８９７２０８．１
２９０１７６６５８５２１９８５１．０１４３１０．５８５１１．２５０８９０１６  
２７７１８５０１９５６１９８６１．０１５６１０．７５０７１．１３９７１０２７５．２
２９６１９５２９１１０３１９８７１．０１６７１０．９３００１．１７３６１２０５８．６
３６４２０８４５１３５５１９８８１．０１５８１１．１０２６１．２４７５１５０４２．８
４００２２１９３１５０８１９８９１．０１５１１１．２７０４１．１２９６１６９９２．３
３４１２３２１７１６３３１９９０１．０１４５１１．４３３３１．０９８６１８６６７．８
３５３２３１６６１８８１１９９１１．０１３０１１．５８２３１．１６６８２１７８１．５
４１７２４１９３２２９８１９９２１．０１１６１１．７１７１１．２３６１２６９２３．５
５１７２５１５４２９８１１９９３１．０１１５１１．８５１７１．３１２４３５３３３．９
４６７２６４２２４０２２１９９４１．０１１２１１．９８５０１．３６４１４８１９７．９
６０１２７４１４５０１９１９９５１．０１０６１２．１１２１１．２６１３６０７９３．７
７０３２８６２８５８１６１９９６１．０１０５１２．２３８９１．１７０８７１１７６．６
７７２３００９６６３８８１９９７１．０１０１１２．３６２６１．１０９５７８９７３  
８１７３１３５７６７６５１９９８１．００９２１２．４７６１１．０６８７８４４０２．３
８６１３２８７４７１２９１９９９１．００８２１２．５７８６１．０６２５８９６７７．１
９４６３５２２７７８２８２０００１．００７６１２．６７４３１．１０６４９９２１４．６
１０３８３５７７４８５９２２００１１．００７０１２．７６２７１．１０５２１０９６５５．２
１１３２３６６６３９３６８２００２１．００６５１２．８４５３１．０９７４１２０３３２．７
１２６７３８０４４１０４８６２００３１．０１４２１３．０２８０１．１３５３１３６６１３  
１４８４４０１１４１２２８３２００４１．００５８１３．１０４０１．１７８２１６０９５７  
１７１８４２３３５１４２１８２００５１．００６０１３．１８２０１．１６４４１８７４２３  
２０５０４４４５１１６７９５２００６１．００６０１３．２６１０１．１８８３２２２７１３  
２５０６４５４３１１９９８０２００７１．００６２１３．３４３０１．１９７１２６６５９９  
３３８７４６６０４２３５３３２００８１．００６３１３．４２７０１．１８５２３１５９７５  
３７７８４５１５１２５８１２２００９１．００６３１３．５１２０１．１０３８３４８７７５  
４３６１４７９２４２９５２７２０１０１．００６４１３．５９８０１．１５１２４０１５１２．８
５３４５４９２７７３４５３８２０１１１．００６３１３．６８４０１．１７７１４７２６１９  
６０９０５０９０６３８４４３２０１２１．００６４１３．７７１０１．１２０１５２９３９９  
６８３４５２３９２４２３４１２０１３１．００６２１３．８５６０１．１０８２５８６６７３  

５３９９９－２０１４１．００５９１３．９３８０－
７８－１３年比率１．０１０５
７９－９３年比率１．０１４０１．１６５８
９４－０１年比率１．００９３１．１５４１
０２－１２年比率１．００５４１．１５３６

出所： ① IMFの IFS ２００２，及び２０１５年 Yearbook の 統計より作成した。
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表Ⅵ－２．　中国の GDPgap・GDPpp，fxrの推移

元 /$fxr中国 GDPpp中国 GDPgap
１．６８３６２７．２３６２０．０３６７１９７８
１．５５５０２７．３７８３０．０３６５１９７９
１．４９８７２４．７７７２０．０４０４１９８０
１．７０４５２７．８６３７０．０３５９１９８１
１．８９２５２６．８０６５０．０３７３１９８２
１．９７５７２６．０６３４０．０３８４１９８３
２．３２００２４．０８８１０．０４１５１９８４
２．９３６７２０．７３９３０．０４８２１９８５
３．４５２８１９．３５７２０．０５１７１９８６
３．７２２１１７．７０１２０．０５６５１９８７
３．７２２１１５．３８５００．０６５０１９８８
３．７６５１１４．７１９８０．０６７９１９８９
４．７８３２１４．２１９５０．０７０３１９９０
５．３２３４１２．３１８５０．０８１２１９９１
５．５１４６１０．５２８８０．０９５０１９９２
５．７６２０８．４３７２０．１１８５１９９３
８．６１８７６．５７０２０．１５２２１９９４
８．３５１４５．４６１８０．１８３１１９９５
８．２７８４４．９２２６０．２０３１１９９６
８．２７７１４．７１１３０．２１２３１９９７
８．２７９０４．６３５１０．２１５７１９９８
８．２７８３４．６１１００．２１６９１９９９
８．２７８５４．５００１０．２２２２２０００
８．２７８５４．１６３８０．２４０２２００１
８．２７７０３．９１３８０．２５５５２００２
８．２７７０３．６２８００．２７５６２００３
８．２７６８３．２６５８０．３０６２２００４
８．１９４３２．９７７５０．３３５８２００５
７．９７３４２．６４６８０．３７７８２００６
７．８９７５２．２７３８０．４３９８２００７
６．９４８７１．９８０４０．５０５０２００８
６．８３１４１．７４９２０．５７１７２００９
６．７７０３１．６２３１０．６１６１２０１０
６．４６１５１．４２６８０．７００９２０１１
６．３１２３１．３２４２０．７５５２２０１２
６．１９５８１．２３７４０．８０８２２０１３
６．１４３４－－２０１４
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表Ⅵ－２-２．　中国の対前年比 fxr・GDPpp，その乖離率の推移

fxr/GDppr乖離率GDPpp前年比乖離率fxrの前年比
０．０６１８１．００００１．００００１９７８
０．０５６８１．００５２０．９２３６１９７９
０．０６０５０．９０５００．９６３８１９８０
０．０６１２１．１２４６１．１３７３１９８１
０．０７０６０．９６２１１．１１０３１９８２
０．０７５８０．９７２３１．０４４０１９８３
０．０９６３０．９２４２１．１７４３１９８４
０．１４１６０．８６１０１．２６５８１９８５
０．１７８４０．９３３４１．１７５７１９８６
０．２１０３０．９１４５１．０７８０１９８７
０．２４１９０．８６９１１．００００１９８８
０．２５５８０．９５６８１．０１１６１９８９
０．３３６４０．９６６０１．２７０４１９９０
０．４３２１０．８６６３１．１１２９１９９１
０．５２３８０．８５４７１．０３５９１９９２
０．６８２９０．８０１３１．０４４９１９９３
１．３１１８０．７７８７１．４９５８１９９４
１．５２９１０．８３１３０．９６９０１９９５
１．６８１７０．９０１３０．９９１３１９９６
１．７５６９０．９５７１０．９９９８１９９７
１．７８６２０．９８３８１．０００２１９９８
１．７９５３０．９９４８０．９９９９１９９９
１．８３９６０．９７５９１．００００２０００
１．９８８２０．９２５３１．００００２００１
２．１１４８０．９４０００．９９９８２００２
２．２８１４０．８３４４１．００００２００３
２．５３４４１０．６６５５１．００００２００４
２．７５２００．８８８９１．００００２００５
３．０１２５０．８５９１０．９９００２００６
３．４７３３０．８７１００．９７３０２００７
３．５０８８０．８８３３０．８７１５２００８
３．９０５４０．９２７９０．９８３１２００９
４．１７１３０．８７９１０．９９１１２０１０
４．５２８８０．９２８１０．９５４４２０１１
４．７６６９０．９３４４０．９７６９２０１２
－０．９８１５－
－－－－
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表Ⅵ－３．　中国の GDP・人口・GDPph・GDPgap・GDPppの推移

対＄通貨格差経済格差上海人口上海 GDP
上海 GDPpp上海 GDPgap上海 GDPph億人億元

４．１５２２０．２４０８２４８４０．１０９８２７２．８１１９７８
４．５０７１０．２２１９２５３００．１１３２２８６．４３１９７９
４．５１２００．２２１６２７２００．１１４７３１１．８９１９８０
４．８７６９０．２０５０２７９３０．１１６３３２４．８ １９８１
４．９１６５０．２０３４２８５５０．１１８１３３７．０７１９８２
５．１２０５０．１９５３２９４６０．１１９４３５１．８ １９８３
５．１２８６０．１９５０３２４４０．１２０５３９０．８５１９８４
４．６０４８０．２１７２３８３６０．１２１７４６６．７５１９８５
４．６４３８０．２１５３３９８４０．１２３２４９０．８３１９８６
４．４７５４０．２２３４４３６４０．１２５０５４５．４６１９８７
４．０５７７０．２４６４５１３７０．１２６２６４８．３ １９８８
４．０６８７０．２４５８５４５５０．１２７７６９６．５４１９８９
３．８１０８０．２６２４６０９２０．１２８３７８１．６６１９９０
３．３３５８０．２９９８６９４５０．１２８７８９３．７７１９９１
２．７９８５０．３５７３８６４５０．１２８９１１１４．３２１９９２
２．１４４１０．４６６４１１７３２０．１２９５１５１９．２３１９９３
１．７２４００．５８０１１５３２６０．１２９９１９９０．８６１９９４
１．４２６９０．７００８１９２１２０．１３０１２４９９．４３１９９５
１．２６２２０．７９２３２２６８１０．１３０４２９５７．５５１９９６
１．１４３００．８７４９２６３３１０．１３０６３４３８．７９１９９７
１．０７８２０．９２７５２９０８３０．１３０７３８０１．０９１９９８
１．０３０５０．９７０４３１９０２０．１３１３４１８８．７３１９９９
０．９７５８１．０２４８３６１０１０．１３２２４７７１．１７２０００
１．１４５３０．８７３１３１２３６０．１６６８５２１０．１２２００１
１．０９４００．９１４１３３５１４０．１７１３５７４１．０３２００２
１．００３６０．９９６４３７９０６０．１７６６６６９４．２３２００３
０．９１１８１．０９６７４３９９４０．１８３５８０７２．８３２００４
０．８６５２１．１５５８４８９２９０．１８９０９２４７．６６２００５
０．８２５８１．２１１０５３８３００．１９６４１０５７２．２４２００６
０．７５０５１．３３２４６０５３３０．２０６４１２４９４．０１２００７
０．７０９２１．４１０１６５７１６０．２１４１１４０６９．８７２００８
０．６６３２１．５０７９６８０８３０．２２１０１５０４６．４５２００９
０．６４３０１．５５５３７４５３７０．２３０３１７１６５．９８２０１０
０．６０２５１．６５９８８１７８８０．２３４７１９１９５．６９２０１１
０．６００３１．６６５８８４７９７０．２３８０２０１８１．７２２０１２
０．５８５７１．７０７３８９４５００．２４１５２１６０２．１２２０１３

２０１４

出所：中国統計年鑑 ２００２および２０１５年 Yearbook の統計より作成した
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表 Ⅳ －３－ ２．　広 東 省 の GDP・人 口・
GDPph・GDPgap・GDPpp
の推移

広東人口広東 GDP
広東
GDPpp

広東
GDPgap

広東
GDPph

億人億元

２８．１０３４０．０３５６３６７０．５０６４１８６
２８．００３６０．０３５７４０７０．５１４１２０９
２５．７０３４０．０３８９４７８０．５２２８２５０
２４．９７０００．０４００５４５０．５３２４２９０
２２．３６２８０．０４４７６２８０．５４１５３４０
２２．４７８１０．０４４５６７１０．５４９４３６９
２０．２２７２０．０４９４８２３０．５５７７４５９
１７．３０４６０．０５７８１０２１０．５６５６５７７
１５．９１１５０．０６２８１１６３０．５７４１６６８
１３．４５１６０．０７４３１４５２０．５８３２８４７
１０．６９５２０．０９３５１９４９０．５９２８１１５５
９．６７９６０．１０３３２２９３０．６０２５１３８１
９．３０１５０．１０７５２４９６０．６２４６１５５９
７．７６８５０．１２８７２９８２０．６３４９１８９３
６．３８８４０．１５６５３７８７０．６４６３２４４８
４．８２４３０．２０７３５２１４０．６５８２３４３２
３．９１４８０．２５５４６７４９０．６６９２４５１７
３．２４５８０．３０８１８４４６０．６７８９５７３４
３．０２８７０．３３０２９４５２０．６８９７６５１９
２．８８５６０．３４６６１０４３００．７０１４７３１６
２．８１７７０．３５４９１１１２９０．７１１６７９１９
２．８２３５０．３５４２１１６４３０．７２７０８４６４
３．１５０７０．３１７４１１１８１０．８６４２９６６２
２．９３４１０．３４０８１２１９２０．８７３３１０６４８
２．４００９０．４１６５１５２７１０．８８４２１３５０２
２．１５２１０．４６４７１７６７８０．８９６３１５８４５
１．９３７４０．５１６２２０７０５０．９１１１１８８６５
１．７４０２０．５７４６２４３２７０．９１９４２２３６７
１．６０４５０．６２３２２７７０３０．９４４２２６１５８
１．４１１９０．７０８３３２１７８０．９６６０３１０８４
１．２５３００．７９８１３７１９５０．９８９３３６７９７
１．１５８４０．８６３２３８９７６１．０１３０３９４８３
１．０８７５０．９１９６４４０７０１．０４４１４６０１３
０．９７２９１．０２７９５０６５２１．０５０５５３２１０
０．９４５０１．０５８２５３８６８１．０５９４５７０６８
０．８９７１１．１１４７５８４０３１．０６４４６２１６４

出所：中国統計年鑑 ２００２および２０１５年 Yearbook の 
統計より作成した

表 Ⅳ －３－ ３．　北 京 市 の GDP・人 口・
GDPph・GDPgap・GDPpp
の推移

北京人口北京 GDP
北京
GDPpp

北京
GDPgap

北京
GDPph

億人億元

８．２６３３０．１２１０１２４８０．０８７２１０９
８．５１５９０．１１７４１３３９０．０８９７１２０
７．９７８５０．１２５３１５３８０．０９０４１３９
８．９９１９０．１１１２１５１５０．０９１９１３９
８．４８０４０．１１７９１６５５０．０９３６１５５
７．８５９４０．１２７２１９２００．０９５４１８３
７．４２７６０．１３４６２２４００．０９６７２１７
６．７９４８０．１４７２２６０００．０９８９２５７
６．７０２６０．１４９２２７６００．１０３２２８５
６．３７５８０．１５６８３０６３０．１０６７３２７
５．４９３００．１８２０３７９５０．１０８１４１０
５．２８５９０．１８９２４１９９０．１０８６４５６
５．１１７９０．１９５４４５３６０．１１０４５０１
４．２３１８０．２３６３５４７４０．１０９４５９９
３．７５９８０．２６６０６４３５０．１１０２７０９
３．１５６３０．３１６８７９６９０．１１１２８８６
２．５９５４０．３８５３１０１８００．１１２５１１４５
２．２７４８０．４３９６１２０５１０．１２５１１５０８
２．０１５１０．４９６３１４２０７０．１２５９１７８９
１．７９６７０．５５６６１６７５１０．１２４０２０７７
１．６４３００．６０８６１９０８５０．１２４６２３７７
１．５４２８０．６４８２２１３０８０．１２５７２６７９
１．５１９３０．６５８２２３１８６０．１３６４３１６２
１．３３６３０．７４８３２６７７１０．１３８５３７０８
１．２０９３０．８２７０３０３１９０．１４２３４３１５
１．１０６５０．９０３７３４３８１０．１４５６５００７
０．９９２５１．００７６４０４１８０．１４９３６０３３
０．９３４２１．０７０４４５３１５０．１５３８６９７０
０．８７６７１．１４０７５０７０５０．１６０１８１１８
０．７７３３１．２９３２５８７５２０．１６７６９８４７
０．７４２６１．３４６７６２７６１０．１７７１１１１１５
０．６９１０１．４４７１６５３３９０．１８６０１２１５３
０．６６６２１．５０１０７１９３５０．１９６２１４１１４
０．６１２２１．６３３５８０４９５０．２０１９１６２５２
０．５８９１１．６９７５８６４１６０．２０６９１７８７９
０．５６８２１．７５９９９２２０３０．２１１５１９５０１

出所：中国統計年鑑 ２００２および２０１５年 Yearbook の 
統計より作成した
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表Ⅵ－３．　貴州の GDP・人口・GDPph・GDPgap・GDPppの推移

貴州人口貴州 GDP
貴州 GDPpp貴州 GDPgap貴州 GDPph億人億元
５９．４２３９０．０１６８１７４０．２６８６４７１９７８
５６．３３４３０．０１７８２０２０．２７３１５５１９７９
５６．５６３１０．０１７７２１７０．２７７７６０１９８０
５６．７１４９０．０１７６２４００．２８２７６８１９８１
５０．８３６７０．０１９７２７６０．２８７５７９１９８２
５０．１０５８０．０２００３０１０．２９０２８７１９８３
４５．０５６４０．０２２２３６９０．２９３２１０８１９８４
４２．３６６３０．０２３６４１７０．２９７２１２４１９８５
４１．１７３８０．０２４３４４９０．３０２６１３６１９８６
３６．２６１４０．０２７６５３９０．３０７３１６６１９８７
３０．７７６９０．０３２５６７７０．３１２７２１２１９８８
２９．８３９７０．０３３５７４４０．３１７１２３６１９８９
２９．１６６３０．０３４３７９６０．３２６８２６０１９９０
２５．９５３１０．０３８５８９３０．３３１５２９６１９９１
２３．９２１８０．０４１８１０１１０．３３６１３４０１９９２
２０．６０９５０．０４８５１２２１０．３４０９４１６１９９３
１７．５３１２０．０５７０１５０７０．３４５８５２１１９９４
１５．２６３１０．０６５５１７９６０．３５０８６３０１９９５
１４．２５９８０．０７０１２００８０．３５５５７１４１９９６
１３．６８５９０．０７３１２１９９０．３６０６７９３１９９７
１３．６２４７０．０７３４２３０１０．３６５８８４２１９９８
１３．３７４９０．０７４８２４５８０．３７１０９１２１９９９
１２．４９８２０．０８００２８１９０．３５２５９９４２０００
１２．５２７１０．０７９８２８５６０．３７９９１０８５２００１
１１．３１４００．０８８４３２４１０．３８３７１２４３２００２
１０．３３８４０．０９６７３６８００．３８７０１４２４２００３
９．４２０００．１０６２４２５８０．３９４０１６７８２００４
７．９７８８０．１２５３５３０６０．３７３０１９７９２００５
７．２２３００．１３８４６１５４０．３６９０２２７１２００６
６．０１７９０．１６６２７５４９０．３６３２２７４２２００７
４．７０５５０．２１２５９９０４０．３５９６３５６２２００８
４．０８１６０．２４５０１１０６２０．３５３７３９１３２００９
３．６２２８０．２７６０１３２２８０．３４７９４６０２２０１０
２．９９８００．３３３６１６４３７０．３４６９５７０２２０１１
２．５８８３０．３８６４１９６６８０．３４８４６８５２２０１２
２．２９１５０．４３６４２２８６４０．３５０２８００７２０１３

出所：中国統計年鑑 ２００２および２０１５年 Yearbook の統計より作成した
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表Ⅳ－４．　中国・上海・貴州・北京・広東の GDPppの推移

元 /$fxr貴州 GDPpp広東 GDPpp北京 GDPpp上海 GDPpp中国 GDPpp
１．６８３６５９．４２３９２８．１０３４８．２６３３４．１５２２２７．２３６２１９７８
１．５５５０５６．３３４３２８．００３６８．５１５９４．５０７１２７．３７８３１９７９
１．４９８７５６．５６３１２５．７０３４７．９７８５４．５１２０２４．７７７７１９８０
１．７０４５５６．７１４９２４．９７００８．９９１９４．８７６９２７．８１０３１９８１
１．８９２５５０．８３６７２２．３６２８８．４８０４４．９１６５２６．７７０８１９８２
１．９７５７５０．１０５８２２．４７８１７．８５９４５．１２０３２５．９６３７１９８３
２．３２００４５．０５６４２０．２２７２７．４２７６５．１２８６２３．９６９３１９８４
２．９３６７４２．３６６３１７．３０４６６．７９４８４．６０４８２０．６８２７１９８５
３．４５２８４１．１７３８１５．９１１５６．７０２６４．６４３８１９．３５８７１９８６
３．７２２１３６．２６１４１３．４５１６６．３７５８４．４７５４１７．７１３０１９８７
３．７２２１３０．７７６９１０．６９５２５．４９３０４．０５７７１５．３９１２１９８８
３．７６５１２９．８３９７９．６７９６５．２８５９４．０６８７１４．７１２４１９８９
４．７８３２２９．１６６３９．３０１５５．１１７９３．８１０８１４．１８１１１９９０
５．３２３４２５．９５３１７．７６８５４．２３１８３．３３５８１２．２９３３１９９１
５．５１４６２３．９２１８６．３８８４３．７５９８２．７９８５１０．５２３４１９９２
５．７６２０２０．６０９５４．８２４３３．１５６３２．１４４１８．４５４８１９９３
８．６１８７１７．５３１２３．９１４８２．５９５４１．７２４０６．５８２４１９９４
８．３５１４１５．２６３１３．２４５８２．２７４８１．４２６９５．５５１６１９９５
８．２７８４１４．２５９８３．０２８７２．０１５１１．２６２２４．９９５２１９９６
８．２７７１１３．６８５９２．８８５６１．７９６７１．１４３０４．７６６３１９９７
８．２７９０１３．６２４７２．８１７７１．６４３０１．０７８２４．７１２０１９９８
８．２７８３１３．３７３１２．８２３１１．５４２６１．０３０３４．６７２８１９９９
８．２７８５１２．４９８２３．１５０７１．５１９３０．９７５８４．５５５８２０００
８．２７７１１２．６１４０２．９５４５１．３４５６１．１５３２４．２５４２２００１
８．２７７０１１．３８４５２．４１５９１．２１６８１．１００８３．９７９１２００２
８．２７７０１０．３９４８２．１６３８１．１１２６１．００９１３．６６２２２００３
８．２７６８９．４７７４１．９４９２０．９９８５０．９１７４３．２９００２００４
８．１９４３７．８５８４１．７１４００．９２０１０．８５２２２．９６９２２００５
７．９７３４７．１１０５１．５７９６０．８６３００．８１２９２．６６４２２００６
７．６０７５６．０２０３１．４１２４０．７７３６０．７５０８２．２５４０２００７
６．９４８７４．６２９８１．２３２８０．７３０６０．６９７８１．９２６９２００８
６．８３１４４．０７１４１．１５５５０．６８９３０．６６１５１．７６６１２００９
６．７７０３３．５１６９１．０５５７０．６４６７０．６２４１１．５７００２０１０
６．４６１５２．９１４９１．０９３８０．５９５２０．５８５８１．３７７７２０１１
６．３１２３２．５１１７０．９１７００．５７１６０．５８２６１．２９５６２０１２

０．５８２６１．２９５６２０１３
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表Ⅳ－５．　中国・上海・貴州・北京・広東の fxr/GDPpp乖離率の推移

米国のfxr/GDPppfxr/GDPppfxr/GDPppfxr/GDPppfxr/GDPpp

GDPpp１．００００広東乖離率北京乖離率貴州乖離率上海乖離率中国乖離率
１．０００００．０５９９０．２０３７０．０２８３０．４０５５０．０６１８１９７８
１．０００００．０５５５０．１８２６０．０２７６０．３４５００．０５６８１９７９
１．０００００．０５８３０．１８７８０．０２６５０．３３２２０．０６０５１９８０
１．０００００．０６８３０．１８９６０．０３０１０．３４９５０．０６１３１９８１
１．０００００．０８４６０．２２３２０．０３７２０．３８４９０．０７０７１９８２
１．０００００．０８７９０．２５１４０．０３９４０．３８５９０．０７６１１９８３
１．０００００．１１４７０．３１２３０．０５１５０．４５２４０．０９６８１９８４
１．０００００．１６９７０．４３２２０．０６９３０．６３７７０．１４２０１９８５
１．０００００．２１７００．５１５１０．０８３９０．７４３５０．１７８４１９８６
１．０００００．２７６７０．５８３８０．１０２６０．８３１７０．２１０１１９８７
１．０００００．３４８００．６７７６０．１２０９０．９１７３０．２４１８１９８８
１．０００００．３８９００．７１２３０．１２６２０．９２５４０．２５５９１９８９
１．０００００．５１４２０．９３４６０．１６４０１．２５５２０．３３７３１９９０
１．０００００．６８５３１．２５８００．２０５１１．５９５８０．４３３０１９９１
１．０００００．８６３２１．４６６７０．２３０５１．９７０５０．５２４０１９９２
１．００００１．１９４４１．８２５５０．２７９６２．６８７３０．６８１５１９９３
１．００００２．２０１６３．３２０８０．４９１６４．９９９３１．３０９４１９９４
１．００００２．５７３０３．６７１２０．５４７２５．８５２６１．５０４３１９９５
１．００００２．７３３３４．１０８２０．５８０５６．５５８６１．６５７３１９９６
１．００００２．８６８５４．６０６９０．６０４８７．２４１６１．７３６６１９９７
１．００００２．９３８２５．０３８８０．６０７６７．６７８５１．７５７０１９９８
１．００００２．９３２３５．３６６５０．６１９０８．０３４７１．７７１６１９９９
１．００００２．６２７５５．４４９００．６６２４８．４８３９１．８１７１２０００
１．００００２．８０１５６．１５１３０．６５６２７．１７７２１．９４５６２００１
１．００００３．４２６１６．８０２３０．７２７０７．５１９２２．０８０１２００２
１．００００３．８２５２７．４３９５０．７９６３８．２０２３２．２６０１２００３
１．００００４．２４６３８．２８９００．８７３３９．０２２３２．５１５７２００４
１．００００４．７８０９８．９０５６１．０４２７９．６１５９２．７５９８２００５
１．００００５．０４７８９．２３８９１．１２１４９．８０８４２．９９２８２００６
１．００００５．３８６２９．８３４２１．２６３６１０．１３２４３．３７５１２００７
１．００００５．６３６４９．５１０６１．５００９９．９５８４３．６０６１２００８
１．００００５．９１１９９．９１０６１．６７７９１０．３２６９３．８６８１２００９
１．００００６．４１３４１０．４６８５１．９２５１１０．８４７３４．３１２２２０１０
１．００００５．９０７２１０．８５５８２．２１６７１１．０３０２４．６９０１２０１１
１．００００６．８８３３１１．０４２３２．５１３１１０．８３５５４．８７２２２０１２
１．００００２０１３
１．００００２０１４
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